
,000円 　　補助金額　5,392,769円 　　補助金額　9,052,086円 　　補助金額　8,250,000円

　中小企業者の問題である人材不足の解消のため、求職者とのマッチングの機会である企業説明会等の出展小間料の補助

成果
及び就職情報の提供、企業の人材確保等を目的として開設された就職情報サイトへの求人情報の掲載料、成功報酬型人材

紹介サービスを利用した際の手数料を補助することにより、問題解消の一助となる支援を行うことができた。

　多くの事業者に本制度を利用してもらえるような、周知方法の検討が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 中小企業合同企業説明会出展支援補助金申請件数（ 10 6 11 10 10
指標 件）
活動 中小企業求人情報発信支援補助金申請件数（件） 10 16 34 30 30
指標

　各市の状況（令和7年度）
他市との ・安城市（出展料補助、掲載料補助）補助率50％　上限同一年度内200千円
比較検証 ・豊田市（出展料補助）補助率50％　上限同一年度内200千円

・碧南市（出展料補助）補助率50％　上限同一年度内250千円

Ｄ

Ｃ
　
事

　

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

　

：千円
５年度 ６年度 ７

　

年度 ８年度 ７年度

（決

Ｏ

算） （決算） （決算）

　

（予算） 事業費内訳

事

　

業費　① 5,091 6

∧

,908 11,742

　

11,250 合計 11

　

,742,086 円

実

負担金、補助及び

財
　

　

源

特定財源 0 0 0 0 交

　

付金 11,742,0

施

86 円

一般財源 5,

　

091 6,908 11

　

,742 11,250

∨

職員人件費　② 1,151 2,389 1,447 3,471

総事業費（①＋②） 6,242 9,297 13,189 14,721

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

商工業
施策体系

施策の

和

内容 雇用・就労の安定

７

確保

目
　
　
　
的

　若年

年

労働者の減少や高齢化

度

等による労働の

主
た
る

評

内
容

○中小企業合同企

価

業説明会出展支援　
担

）

い手不足の問題を解消

刈

するため、中小企業 　

谷

市外で開催される合同

市

企業説明会等（離職
者

事

の求人活動を支援する

務

。 　者、転職希望者、

事

大学等の卒業予定者等

業

を
　対象としている企

評

業説明会）への出展に

価

伴
　う小間料の一部を

シ

補助する。
○中小企業

ー

求人情報発信支援
　就

ト

職情報サイトに求人情

（

報を掲載した際の
　掲

様

載料又は成功報酬型人

式

材サービスを利用
　し

１

た際の手数料の一部を

）

補助する。

位
置
づ
け

関

会

連計画

根拠法令 中小企

計

業合同企業説明会出展

名

支援事業補助金交付要

担

綱、中小企業求人情報

当

発信支援事業補助金交

部

付要綱

対象者 市内事業

産

者 事業期間 平成２９年

業

度 ～ 令和８年度

実施方

環

法 □直営　□委託　□

境

指定管理　■補助・助

部

成　□その他

一般会計
人材確保

Ｂ
　

事

事
　
業
　
実
　
績

５年度

業

実績 ６年度実績 ７年度

担

実績 ８年度計画

・出展

当

料補助 ・出展料補助 ・

課

出展料補助 ・出展料補

商

助
　　補助件数　　　

工

　 10件 　　補助件

業

数　　　　  6件 　

振

　補助件数　　　　 

興

11件 　　補助件数　

課

　　　 10件
　　補

款

助金額　2,360,

項

000円 　　補助金額

目

　1,515,000

担

円 　　補助金額　2,

当

690,000円 　　

係

補助金額　3,000

工

,000円
・掲載料補

業

助 ・掲載料等補助 ・掲

振

載料等補助 ・掲載料等

興

補助
　　補助件数　　

係

　 　10件 　　補助

5

件数　　　 　16件

1

　　補助件数　　　 

1

　34件 　　補助件数　　　 　30件
　　補助金額　2,731



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業説明会への出展

令

、大手就職情報サイト

和

への求人情報
・法的業

８

務
高い

の掲載は、中小

年

企業者の抱える人材不

度

足の問題解消、雇用
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 の安定の一助と

和

なるため支援する必要

７

がある。
・市民生活上

年

必要である　など 　

　

度

出展料の補助を行うこ

評

とが、直接的に雇用の

価

増加につな
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

がるかの評価は困難で

谷

あるため、交付企業に

市

対する採用状
効率性 ・

事

執行体制の効率性 況の

務

確認を継続して実施し

事

、事業効果を上げるた

業

め情報の
・手段の最適

評

性　など 蓄積と工夫を

価

行う必要がある。

　若

シ

年労働者の減少や高齢

ー

化等による人材不足解

ト

消のため
・市が主体と

（

なって実施する
高い

、

様

企業説明会への出展や

式

大手就職情報サイトへ

２

求人情報を
妥当性 　べ

）

き事業であるか 掲載す

会

る中小企業者を支援す

計

ることは、本市の産業

名

振興を
・総合計画との

担

整合性　など 進めるう

当

えで必要であると考え

部

る。

　企業説明会への

産

出展に対する補助、大

業

手就職情報サイト

施策

環

への ・施策への貢献度

境

普通
への求人情報掲載

部

に対する補助であるた

一

め、中小企業者の
・目

般

標達成度 抱える人材不

会

足の解消への直接的な

計

効果については、その

人

貢献度 ・市民サービス

材

への効果　など 後の企

確

業努力も問われると考

保

える。

今後の方向性 □

事

拡充　□現状維持　■

業

改善・効率化　□縮小

担

　□終期設定　□休止

当

・廃止

　アンケート調

課

査や企業訪問による聞

商

き取りにおいても、人

工

材確保は市内中小企業

業

者の主たる課題として

振

挙がってい
る。
　今後

興

も新たな採用方法に関

課

する情報収集を行うと

款

ともに、企業説明会と

項

求人情報掲載の両補助

目

制度の統合を含め、
よ

担

り効果的な制度設計を

当

検討していく。

係 工業振

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

興

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

係

　
価
　
∨

5 1 1



業

方法の検討が必要であ

振

る。
課題

指標名称（単

興

位）
実績値 目標値

５年

係

度 ６年度 ７年度 ８年度

7

１０年度

成果 講習会参

1

加人数（人） 472 5

1

33 638 650 650
指標
成果 産業が活発であると思う市民の割合 ― 94.6 ― 95.0 95.0
指標 （％）

　近隣の商工会議所等でも、同様に中小企業からの経営相談に対して指導助言を行っているが、外部の専門
他市との 家を派遣しているのは本市のみである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,710 8,710 10,573 12,210 合計 10,573,039 円
委託料 10,573,039 円

財
　
源

特定財源 0 0 5,287 6,100

一般財源 8,710 8,710 5,286 6,110

職員人件費　② 767 398 496 1,397

総事業費（①＋②） 9,477 9,108 11,069 13,607

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 産業環境

基本施策 商

和

工業
施策体系

施策の内

７

容 工業の振興

目
　
　
　

年

的

　新製品、新技術の

度

開発を支援することで

評

、

主
た
る
内
容

　市内企

価

業を積極的に支援する

）

ため、専門家
市内中小

刈

企業を活性化させ、「

谷

ものづくりの を派遣し

市

て企業が抱える様々な

事

課題の相談に
まち刈谷

務

」の発展を促進する。

事

応じて新たな事業展開

業

、新製品開発等につい

評

て相談指導、現場指導

価

するとともに、専門家

シ

による講習会等を実施

ー

する。

位
置
づ
け

関連計

ト

画  

根拠法令 刈谷市中

（

小企業振興基本条例

対

様

象者 市内事業者 事業期

式

間 平成１６年度 ～

実施

１

方法 □直営　■委託　

）

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計名 担当部 産業環

Ｂ

境

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

部

度実績 ６年度実績 ７年

一

度実績 ８年度計画

・相

般

談・指導事業 ・相談・

会

指導事業 ・相談・指導

計

事業 ・相談・指導事業

中

　　相談等件数　67

小

件 　　相談等件数　1

企

22件 　　相談等件数

業

　106件 　　相談等

新

件数　140件
・講習

開

会事業 ・講習会事業 ・

発

講習会事業 ・講習会事

マ

業
　　開催回数　　1

ネ

5回 　　開催回数　　

ジ

 14回 　　開催回数

メ

　　 17回 　　開催

ン

回数　　 15回

　相

ト

談・指導や講習会等の

事

開催事業を中心に、中

業

小企業の活性化に貢献

担

することができた。ま

当

た、アンケートを実施

課

し、

成果
企業からの要

商

望を聞き取りながら内

工

容のさらなる充実に取

業

り組んでおり、企業の

振

経営体質や品質改善、

興

若手社員の教育等

に有

課

益な事業となっている

款

。

　企業の抱えている

項

様々な課題に的確に対

目

応するため、より一層

担

の相談体制の充実が求

当

められる。また、本事

係

業を積極的

に活用して

工

いただけるよう、周知



振

く必要がある。

興係

7 1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

1

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

グローバル経済の進展

和

、デジタル技術の進化

８

などにより
・法的業務

年

高い
既存事業の環境変

度

化及び新規事業・新分

（

野進出に対する中
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 小企業の関心は高

７

まっている。そこで、

年

経営革新の取組み
・市

度

民生活上必要である　

評

など を促進し、新たな

価

ビジネスチャンスを創

）

出するために、本
事業

刈

における相談・指導等

谷

は必要である。
　中小

市

企業に対して専門家を

事

派遣し、経営上の課題

務

を分析
・コストの節減

事

、費用対効果
高い

し、

業

将来に向けた適切なア

評

ドバイス等を行うため

価

には、相
効率性 ・執行

シ

体制の効率性 互に密接

ー

な関係があり、指導等

ト

にも経験と実績のある

（

商工
・手段の最適性　

様

など 会議所に委託する

式

ことが、最も効率的で

２

確実である。

　刈谷市

）

中小企業振興基本条例

会

では、施策の基本方針

計

とし
・市が主体となっ

名

て実施する
普通

て「経

担

営基盤の強化及び経営

当

の革新の促進を図る」

部

として
妥当性 　べき事

産

業であるか いる。その

業

ため、中小企業の事業

環

拡大、経営の安定・向

境

上
・総合計画との整合

部

性　など が、本市の社

一

会資源である「ものづ

般

くり」企業を支援する

会

ことで、さらなる産業

計

の発展が期待できる。

中

　本市は自動車関連企

小

業が集積する特色を持

企

つ。そこで、

施策への

業

・施策への貢献度
高い

新

専門家により中小企業

開

における経営課題など

発

の改善に対し
・目標達

マ

成度 て適切な指導・助

ネ

言を行うことは有益で

ジ

あり、工業振興に
貢献

メ

度 ・市民サービスへの

ン

効果　など 重要な施策

ト

であると考える。

今後

事

の方向性 □拡充　■現

業

状維持　■改善・効率

担

化　□縮小　□終期設

当

定　□休止・廃止

　中

課

小企業新開発マネジメ

商

ント事業は、経営課題

工

の分析、労働問題、新

業

商品開発、情報発信、

振

創業支援等、事業者が

興

抱える様々な課題への

課

対応力を高めることを

款

目的として実施してい

項

る。
　中小企業を取り

目

巻く経営環境はさらに

担

厳しいものとなってお

当

り、その相談内容も多

係

岐にわたることから、

工

引き続き
幅広い分野の

業

専門家を招へいしてい



7

わい創出と個店の販路

1

拡大等に

成果
よる商業

1

が図られた。また、商店街が管理する街路灯等の維持費を補助することにより、商店街活動が継続的に行えるよ

う支援することができた。

　商店街の催事では、様々な企画実施により、多くの来場者を獲得できており、地域ににぎわいを創出できている。今後

は地域コミュニティの担い手としての商店街の認知度を高め、会員店舗数の増加等による組織力強化が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 交付団体数（団体） 8 8 8 8 8
指標
成果 主に市内の店舗で買物をしている市民の割合（％） ― 81.8 ― 82.0 82.5
指標

　補助条件等は異なるが、近隣市のほとんどが補助事業を行っている。
他市との 【近隣市令和8年度予算額】
比較検証 碧南市10,991千円、安城市36,200千円、西尾市24,584千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,994 26,715 23,439 34,644 合計 23,438,755 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 8,739 11,029 9,857 15,060 交付金 23,438,755 円

一般財源 1

Ｄ

5,255 15,68

　

6 13,582 19,

　

584

職員人件費　②

　

3,836 1,991

Ｏ

2,894 2,540

　

総事業費（①＋②） 2

　

7,830 28,70

∧

6 26,333 37,

　

184

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

実

７年度特定財源名称

７

　

年度までの累積事業費

　

0 げんき商店街推進事

施

業補助金
（県）

９年度

　

以降の事業費見込 0

　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 商業の

７

活性化

目
　
　
　
的

　商

年

業団体が行う事業等の

度

実施に要する費用

主
た

評

る
内
容

　商業団体がそ

価

の活性化のために行う

）

各種事
を補助し、中小

刈

商業者の組織化を促進

谷

すると 業に係る経費の

市

一部を補助する。
とも

事

に、その経営の合理化

務

及び販路の開拓を
図り

事

、商業の活性化を目指

業

す。

位
置
づ
け

関連計画

評

 

根拠法令 刈谷市中小

価

企業振興基本条例、刈

シ

谷市商業団体事業費補

ー

助金交付要綱

対象者 商

ト

店街振興組合等 事業期

（

間 昭和５５年度 ～

実施

様

方法 □直営　□委託　

式

□指定管理　■補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 産

Ｂ

業

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

環

度実績 ６年度実績 ７年

境

度実績 ８年度計画

・補

部

助金額　23,994

一

,454円 ・補助金額

般

　26,714,75

会

2円 ・補助金額　23

計

,438,755円 ・

商

補助金額　34,64

業

4,000円
・補助事

団

業の主な活動 ・補助事

体

業の主な活動 ・補助事

事

業の主な活動 ・補助事

業

業の主な活動予定
　　

費

商店街の催事 　　商店

補

街の催事 　　商店街の

助

催事 　　商店街の催事

事

　　　夏祭り等 　　　

業

夏祭り等 　　　夏祭り

担

等 　　　夏祭り等
　　

当

広告宣伝事業 　　広告

課

宣伝事業 　　広告宣伝

商

事業 　　広告宣伝事業

工

　　　情報誌や商店街

業

マップ 　　　情報誌や

振

商店街マップ 　　　情

興

報誌や商店街マップ 　

課

　　情報誌や商店街マ

款

ップ
　　　の作成 　　

項

　の作成 　　　の作成

目

　　　の作成
　　商店

担

街街路灯の維持 　　商

当

店街街路灯の維持 　　

係

商店街街路灯の維持 　

商

　商店街街路灯の維持

業

　商店街による夏祭り

振

等の催事や情報誌作成

興

等の広告宣伝事業の実

係

施により、地域のにぎ



1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　商業団体

令

は、地域経済と雇用の

和

担い手として本市経済

８

の
・法的業務

高い
健全

年

な発展に大きな役割を

度

果たすとともに、安心

（

で安全な
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 街づ

和

くりの一役を担ってい

７

る。しかし、年々会員

年

数の減少
・市民生活上

度

必要である　など によ

評

り財源確保に苦慮する

価

現状から、積極的な事

）

業運営の
ためにも補助

刈

は必要である。
　本事

谷

業には県の補助事業と

市

連動している内容もあ

事

り、商
・コストの節減

務

、費用対効果
普通

業団

事

体が事業を行うにあた

業

って他施策も活用し商

評

業団体の
効率性 ・執行

価

体制の効率性 負担を軽

シ

減させることは、最適

ー

であったと考える。
・

ト

手段の最適性　など

　

（

商業の経営安定に関わ

様

る課題は原則として商

式

業者自らが
・市が主体

２

となって実施する
普通

）

負うべき責務であるが

会

、本市経済発展に商業

計

団体の活性化
妥当性 　

名

べき事業であるか が効

担

果的であるとともに、

当

経営の継続、拡大に繋

部

がるため
・総合計画と

産

の整合性　など 補助金

業

を交付することは妥当

環

と考える。

　商業団体

境

が行うイベントや街路

部

灯の維持管理などの事

一

業

施策への ・施策への

般

貢献度
高い

は、商店街

会

の活性化やにぎわいを

計

創出し、地域の経済活

商

動
・目標達成度 に良好

業

な影響を与えるものと

団

して期待できるため、

体

目標達
貢献度 ・市民サ

事

ービスへの効果　など

業

成に向け、一定の成果

費

があると考える。

今後

補

の方向性 □拡充　■現

助

状維持　□改善・効率

事

化　□縮小　□終期設

業

定　□休止・廃止

　郊

担

外の大型店舗やドラッ

当

グストアの増加、イン

課

ターネット販売など購

商

買手段の多様化に伴い

工

、組合員数減少による

業

商店街の衰退が懸念さ

振

れる。そのため、商店

興

街活動が継続的に行わ

課

れるよう、商店街のニ

款

ーズに応えられる補助

項

を実
施する必要がある

目

。

担当係

Ｃ
 
　
Ｈ

商

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

業

　
∧
　
評
　
価
　
∨

振興係

7



興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,221 4,704 3,773 5,000 合計 3,773,181 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,773,181 円

一般財源 4,221 4,704 3,773 5,000

職員人件費　② 767 1,593 910 1,397

総事業費（①＋②） 4,988 6,297 4,683 6,397

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 商工業

和

施策体系
施策の内容 工

７

業の振興

目
　
　
　
的

　

年

市内企業の新たな技術

度

開発を促進し、技術

主

評

た
る
内
容

　市内企業が

価

公的試験機関であるあ

）

いち産業
力の向上によ

刈

る事業の発展と経営の

谷

安定を図 科学技術総合

市

センター、名古屋市工

事

業研究所
る。 及び公益

務

財団法人科学技術交流

事

財団あいちシ
ンクロト

業

ロン光センターが行う

評

依頼試験等を
利用した

価

場合に係る費用の一部

シ

を補助する。
○対象経

ー

費　公的機関に納入し

ト

た依頼試験等
　　　　

（

　　の利用に要した手

様

数料
○補助率　　3分

式

の2
○限度額　　同一

１

年度内50万円

位
置
づ

）

け

関連計画  

根拠法令

会

刈谷市新産業技術開発

計

支援補助金交付要綱

対

名

象者 市内事業者 事業期

担

間 平成２２年度 ～

実施

当

方法 □直営　□委託　

部

□指定管理　■補助・

産

助成　□その他

業環境部

一般会計

Ｂ

新

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

産

度実績 ６年度実績 ７年

業

度実績 ８年度計画

・補

技

助金額　4,220,

術

621円 ・補助金額　

開

4,703,652円

発

・補助金額　3,77

支

3,181円 ・補助金

援

額　5,000,00

補

0円

　企業の新たな技

助

術開発を支援するとと

事

もに、公的試験機関の

業

利用促進の一助となっ

担

た。

成果

　補助制度の

当

周知を図り、より多く

課

の企業に対して新たな

商

技術開発を促す必要が

工

ある。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

５

振

年度 ６年度 ７年度 ８年

興

度 １０年度

活動 申請件

課

数（件） 61 63 75

款

100 100
指標

指標

項

　公的機関を利用した

目

技術開発の支援は刈谷

担

市と安城市のみである

当

。
他市との ・安城市　

係

補助率50％　上限同

工

一年度内100千円（

業

令和7年度）
比較検証

振



係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業

令

の新製品・新技術開発

和

を支援することは、既

８

存の技
・法的業務

高い

年

術に依存せず、産業構

度

造の変化に対応できる

（

企業の育成に
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

繋がることから、本市

７

産業の継続的な発展に

年

寄与するもの
・市民生

度

活上必要である　など

評

であり、必要性は高い

価

。

　依頼試験等の利用

）

に要した手数料への補

刈

助であり、事業
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

普通
者は効率的に技術

事

開発を推進することが

務

できる。
効率性 ・執行

事

体制の効率性
・手段の

業

最適性　など

　総合計

評

画では、商工業のめざ

価

す姿を「新分野・新技

シ

術へ
・市が主体となっ

ー

て実施する
高い

の進出

ト

などにより、市内事業

（

者のイノベーションが

様

促進さ
妥当性 　べき事

式

業であるか れ、持続的

２

に成長している」と掲

）

げており、新製品や新

会

技
・総合計画との整合

計

性　など 術の開発を支

名

援することは、新分野

担

の事業展開の促進や持

当

続的な成長に繋がると

部

考える。
　企業の技術

産

開発を支援することは

業

技術力向上に繋がる。

環

施策への ・施策への貢

境

献度
高い

その結果、雇

部

用の継続や、人材育成

一

、職業能力の向上、新

般

・目標達成度 たな事業

会

展開等の様々な波及効

計

果も期待できる。
貢献

新

度 ・市民サービスへの

産

効果　など

今後の方向

業

性 □拡充　■現状維持

技

　□改善・効率化　□

術

縮小　□終期設定　□

開

休止・廃止

　グローバ

発

ル化する経済状況に対

支

応するためには、より

援

一層の経営合理化や生

補

産効率向上が課題とな

助

る。そのために
は新た

事

な技術開発、経営体質

業

の改善が重要である。

担

　依頼分析等に要する

当

経費を軽減することで

課

、積極的な技術開発を

商

促す本事業を継続し、

工

市内企業の活性化に貢

業

献し
ていく。

振興課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

項

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

目

価
　
∨

担当係 工業振興



1

投資計画策定の調整に

1

時間を要している。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 認定件数（件） 2 1 1 2 2
指標

指標
　西三河地域のほとんどの市において愛知県の補助要件に準じて補助を実施しているため、補助対象分野、

他市との 投資規模要件等が本市に比べて限定されている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 414,243 168,992 510,547 18,921 合計 510,547,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 356,014 147,811 429,600 15,000 交付金 510,547,000 円

一般財源 58,229 21,181 80,947 3,921

職員人件費　② 1,151 1,991 2,894 3,048

総事業費（①＋②） 415,394 170,983 513,441 21,969

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新あいち創造産業立地補助金
（県）

９年度以降の事業費見込 0 産業立地促進基金繰入金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業環境

令

基本施策 商工業
施策体

和

系
施策の内容 工業の振

７

興

目
　
　
　
的

　市内企

年

業の流出防止、雇用の

度

維持・拡大、

主
た
る
内

評

容

　市内企業が、工場

価

・研究所の新増設及び

）

改
経営基盤の強化等を

刈

図り、地域経済の振興

谷

と 修又は機械設備装置

市

を購入した場合にその

事

費
市民生活の向上に寄

務

与する。 用の一部を補

事

助する。

位
置
づ
け

関連

業

計画

根拠法令 愛知県新

評

あいち創造産業立地補

価

助金交付要綱、刈谷市

シ

産業立地促進補助金交

ー

付要綱

対象者 企業 事業

ト

期間 平成２４年度 ～ 令

（

和８年度

実施方法 □直

様

営　□委託　□指定管

式

理　■補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業

業

　
実
　
績

５年度実績 ６

環

年度実績 ７年度実績 ８

境

年度計画

・認定件数　

部

　　　　2件 ・認定件

一

数　　　　　1件 ・認

般

定件数　　　　　1件

会

・認定件数　　　　　

計

　2件
・交付件数　 

産

       4件 

業

・交付件数　    

立

    2件 ・交付

地

件数　       

促

 5件 ・交付件数　

進

       　 1

補

件 
・交付金額　41

助

4,243千円 ・交付

事

金額　168,992

業

千円 ・交付金額　51

担

0,547千円 ・交付

当

金額　   18,9

課

21千円

　愛知県の補

商

助制度も取り入れなが

工

ら、本市独自の投資促

業

進制度を構築し、企業

振

の設備投資等を促した

興

。また、企業に対

成果

課

して事業計画の段階か

款

ら相談に応じ、本制度

項

の利用促進に努めた。

目

さらに、愛知県の補助

担

制度の利用についても

当

企業と連

携しながら対

係

応し、企業の負担軽減

工

と事業拡大に寄与する

業

ことで、企業の市外流

振

出防止とともに地域経

興

済の振興を図るこ

とが

係

できた。

　愛知県への

7

事前申請準備と企業の



1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業は自動

令

車関連産業を中心に、

和

取引先企業からの需要

８

・法的業務
高い

拡大に

年

対応するため生産体制

度

の強化が急務となって

（

いる。
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 そのた

和

め、企業の設備投資を

７

支援し、経営の安定化

年

を図る
・市民生活上必

度

要である　など ことは

評

企業の市外への流出防

価

止と地域の産業振興に

）

必要で
あると考える。

刈

　愛知県が市町村と連

谷

携して実施するとして

市

施行し、本市
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
も近隣自治体の中で

事

も比較的早期に施行し

業

た。また、本事
効率性

評

・執行体制の効率性 業

価

は愛知県の申請要件を

シ

緩和した独自の基準で

ー

補助を実施
・手段の最

ト

適性　など しており、

（

利用率を高めるうえで

様

最適な手段であったと

式

考
える。
　自動車関連

２

企業が集積する本市に

）

おいて、企業の発展は

会

・市が主体となって実

計

施する
普通

産業振興と

名

市の財政運営上必要不

担

可欠であることから、

当

経
妥当性 　べき事業で

部

あるか 営悪化に歯止め

産

をかけるためにも企業

業

の工場の新増設など
・

環

総合計画との整合性　

境

など による事業拡大及

部

び新規事業導入を支援

一

することは妥当で
ある

般

と考える。
　本事業は

会

企業の経営基盤の強化

計

と既存工業の高度化、

産

拡

施策への ・施策への

業

貢献度
高い

大化を図る

立

のみならず、雇用の維

地

持拡大に寄与するもの

促

で
・目標達成度 あり、

進

地域産業の振興に大い

補

に貢献すると考える。

助

貢献度 ・市民サービス

事

への効果　など

今後の

業

方向性 □拡充　■現状

担

維持　□改善・効率化

当

　□縮小　□終期設定

課

　□休止・廃止

　平成

商

27年度より、市内に

工

おける新たな設備投資

業

等の企業立地を支援す

振

るために、補助対象者

興

の企業規模を限定せず

課

立地条件に応じて補助

款

率を引き上げる等の拡

項

充を図っている。
　ま

目

た、本事業の趣旨普及

担

に努めるとともに制度

当

の積極的な活用による

係

企業の設備投資の促進

工

を図り、企業訪問を行

業

うことにより、事業認

振

定後の進捗管理を行い

興

、適切な執行管理と補

係

助金交付後の事業効果

7

の把握等に努める。

1



工業振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,366 18,252 18,310 12,000 合計 18,310,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 18,310,000 円

一般財源 11,366 18,252 18,310 12,000

職員人件費　② 384 1,593 1,240 1,990

総事業費（①＋②） 11,750 19,845 19,550 13,990

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 産業環境

基本施策

和

商工業
施策体系

施策の

７

内容 工業の振興

目
　
　

年

　
的

　市内に所在する

度

事業所における設備の

評

更新

主
た
る
内
容

　一定

価

額以上の設備投資を行

）

う小規模企業者
等を行

刈

う小規模企業者に対し

谷

て補助金を交付 に対し

市

て、補助金を交付する

事

。
することで、設備投

務

資の促進及び経営基盤

事

の ○対象者　　中小企

業

業基本法に定める小規

評

模
強化を図る。 　　　

価

　　　企業者
○対象経

シ

費　市内に所在する事

ー

業所に対する
　　　　

ト

　　設備の更新、修繕

（

、取得経費（
　　　　

様

　　償却資産の取得価

式

額）の合計額
　　　　

１

　　が300万円以上

）

のもの
○補助率　　1

会

00分の5（経営革新

計

計画に基づ
　　　　　

名

　く設備更新等は10

担

0分の10）
○限度額

当

　　500万円

位
置
づ

部

け

関連計画

根拠法令 刈

産

谷市中小企業振興基本

業

条例、刈谷市小規模企

環

業者設備投資促進補助

境

金交付要綱

対象者 市内

部

小規模企業者 事業期間

一

平成２６年度 ～ 令和１

般

０年度

実施方法 □直営

会

　□委託　□指定管理

計

　■補助・助成　□そ

小

の他

規模企業者設備投

Ｂ
　
事
　
業
　

資

実
　
績

５年度実績 ６年

促

度実績 ７年度実績 ８年

進

度計画

・補助金額　1

補

1,366,000円

助

・補助金額　18,2

事

52,000円 ・補助

業

金額　18,310,

担

000円 ・補助金額　

当

12,000,000

課

円

　小規模企業者の事

商

業継続及び拡大に伴う

工

設備投資に係る経費負

業

担を軽減することがで

振

きた。

成果

　補助事業

興

のＰＲ・周知徹底を図

課

る必要がある。

課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

５年度 ６年度 ７

目

年度 ８年度 １０年度

活

担

動 申請件数（件） 9 1

当

9 14 10 20
指標

指

係

標
　

他市との
比較検証



業振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　設備更新等に係る経

和

費の一部を補助するこ

８

とで、地域産
・法的業

年

務
高い

業の基盤を支え

度

ている小規模企業者の

（

事業の継続及び拡大
必

令

要性 ・市民ニーズ、社

和

会需要 が図られること

７

から、本事業の必要性

年

は高いと考える。
・市

度

民生活上必要である　

評

など

　補助対象となる

価

のは、本市の償却資産

）

課税台帳に登録さ
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
普通

れた機械等の設

市

備であり、小規模企業

事

者が自らの事業に要
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 するものであること

業

を確認していることか

評

ら、審査に係る
・手段

価

の最適性　など 効率性

シ

及び最適性を確保して

ー

いる。

　中小企業振興

ト

基本条例では、市の責

（

務として「小規模企
・

様

市が主体となって実施

式

する
高い

業者の事情に

２

配慮し、必要な措置を

）

講ずる」としており、

会

妥当性 　べき事業であ

計

るか 設備投資に補助金

名

を交付することは、小

担

規模企業者の事業
・総

当

合計画との整合性　な

部

ど 継続・拡大を図り、

産

経営環境の安定、合理

業

化となることか
ら、本

環

事業は妥当と考える。

境

　事業者の経費負担を

部

軽減することで、事業

一

の継続及び拡

施策への

般

・施策への貢献度
高い

会

大を図ることができ、

計

市内産業の活性化につ

小

ながることか
・目標達

規

成度 ら本事業の波及効

模

果は高いものと考える

企

。
貢献度 ・市民サービ

業

スへの効果　など

今後

者

の方向性 □拡充　■現

設

状維持　□改善・効率

備

化　□縮小　□終期設

投

定　□休止・廃止

　厳

資

しい経済情勢の中で、

促

設備投資に係る費用に

進

対し補助することで市

補

内の小規模企業者の基

助

盤強化、事業継続等へ

事

の意欲を喚起するため

業

、事業を継続していく

担

必要がある。

当課 商工

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

業

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

振

価
　
∨

興課

款 項 目 担当係 工



に差はあるが、創業等の補助事業を行っている。
他市との 【近隣市令和8年度予算額】
比較検証 碧南市7,000千円、安城市25,000千円、西尾市14,000千円、知立市3,000千円、高浜市5,000千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,730 4,901 4,965 8,700 合計 4,965,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,965,000 円

一般財源 3,730 4,901 4,965 8,700

職員人件費　② 844 199 207 212

総事業費（①＋②） 4,574 5,100 5,172 8,912

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 商工業
施策体系

施策

和

の内容 持続的な事業経

７

営

目
　
　
　
的

　創業を

年

支援するため、創業に

度

要する費用を

主
た
る
内

評

容

　創業時に必要な事

価

務所賃借料、法人登記

）

、
補助することで、事

刈

業の円滑な運用を促す

谷

。 販売促進に要する経

市

費の一部を補助する。

事

○対象経費及び限度額

務

　
　・事業所賃借料
　

事

　　　　　　　上限5

業

万円/月、通算60万

評

円
　・法人登記等に係

価

る経費　　　上限15

シ

万円
　・販売の促進に

ー

係る経費　　　上限2

ト

5万円
　・事業所の改

（

装等に係る経費　上限

様

50万円
○補助率　2

式

分の1

位
置
づ
け

関連計

１

画

根拠法令 刈谷市創業

）

者支援事業補助金交付

会

要綱

対象者 事業期間 平

計

成２９年度 ～ 令和７年

名

度

実施方法 □直営　□

担

委託　□指定管理　■

当

補助・助成　□その他

部 産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

５年度実績 ６年度実

創

績 ７年度実績 ８年度計

業

画

・認定件数　 　　

者

 4件 ・認定件数　 

支

　　11件 ・認定件数

援

　 　　 8件 ・認定

事

件数　 　　10件
・

業

交付件数 　　　 6

担

件 ・交付件数 　　　

当

 6件 ・交付件数 　

課

　　 6件 ・交付件数

商

 　　　10件
・交付

工

額　3,730,00

業

0円 ・交付額　4,9

振

01,000円 ・交付

興

額　4,965,00

課

0円 ・交付額　8,7

款

00,000円

　創業

項

時に必要な事業に要す

目

る経費の一部を補助す

担

ることにより、事業の

当

安定的な運用に寄与す

係

ることができた。

成果

商

　補助事業のPR・周

業

知徹底を図る必要があ

振

る。

課題

指標名称（単

興

位）
実績値 目標値

５年

係

度 ６年度 ７年度 ８年度

7

１０年度

成果 認定件数

1

（件） 4 11 8 10 1

1

3
指標

指標
　近隣市においても補助条件など



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　創業者を支援する

令

ことで、新しい産業や

和

雇用の機会を創
・法的

８

業務
高い

出し、地域経

年

済の活性化を促すこと

度

に繋がるため、起業・

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 創業の行いや

和

すい環境を整える必要

７

がある。
・市民生活上

年

必要である　など

　創

度

業における支援を商工

評

会議所と連携すること

価

で、創業
・コストの節

）

減、費用対効果
普通

時

刈

及び将来に向けた適切

谷

なアドバイスを、商工

市

会議所の経
効率性 ・執

事

行体制の効率性 営指導

務

員が行うことで、効率

事

的に行うことが期待で

業

きる。
・手段の最適性

評

　など

　刈谷市中小企

価

業振興基本条例では、

シ

施策の基本方針とし
・

ー

市が主体となって実施

ト

する
高い

て「創業の支

（

援及び事業の承継の円

様

滑化を図る」としてい

式

妥当性 　べき事業であ

２

るか る。そのため、創

）

業を支援できる環境を

会

整備することで、
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど 創業後の安定した発

担

展を期待できると考え

当

る。

　創業後の安定し

部

た経営を継続するため

産

、事業計画の作成

施策

業

への ・施策への貢献度

環

高い
支援や経営相談を

境

行える環境を身近に整

部

備することで、地
・目

一

標達成度 域経済の活性

般

化と新しい産業や雇用

会

の機会の創出に繋がる

計

貢献度 ・市民サービス

創

への効果　など と考え

業

る。

今後の方向性 □拡

者

充　■現状維持　□改

支

善・効率化　□縮小　

援

□終期設定　□休止・

事

廃止

　創業者支援事業

業

は創業時の経費の一部

担

支援を行うと共に、事

当

業計画の作成及び創業

課

後の経営相談など、創

商

業の支援
を身近に受け

工

られる環境を整備する

業

ため、刈谷商工会議所

振

と連携して実施してい

興

る。
　創業時に大きく

課

かかる店舗の改装費も

款

補助し、創業時の経費

項

を軽減することで、安

目

定した経営を促し、持

担

続的な発
展と地域の活

当

性化に貢献を図るため

係

、事業を継続していく

商

。

業振興

Ｃ
 
　
Ｈ

係

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

7

　
∧
　
評
　
価
　
∨

1 1



係

推進デジタル講座 ・女

7

性活躍推進デジタル講

1

座 ・女性活躍推進デジ

1

タル講座
　（大学生）受講者数　 6人 　受講者数　 　　　　　8人 　受講者数　　　　　　 6人 　受講者数　　　　　　10人
・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助
　　　　　　　　　 2社14人 　　　　　　　　　　4社6人 　　　　　　　　　  2社4人 　　　　　　　　　 6社12人

市内企業の従業員に対し、階層別・テーマ別の研修を行い企業の経営基盤強化に寄与することができた。また、市内女性

成果
を対象にキャリア支援やデジタルスキルを学ぶビジネス講座を行い女性活躍の機運向上に寄与することができた。

デジタルに関するテーマの研修では、参加者によって内容のレベルが合っていない場合が見受けられたため、実施方法を

検討する必要がある。また、中小企業人材育成支援補助については、利用者が計画より少ないため、対象者のニーズの再
課題

確認、補助対象事業の拡大等を検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 セミナー・講演会参加者数（人） 81 76 79 85 85
指標
活動 中小企業人材育成支援社数（社） 2 4 2 6 6
指標

他市との
比較検証

Ｄ

Ｃ
　
事
　
業
　

　

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

　

５年度 ６年度 ７年度 ８

　

年度 ７年度

（決算） （

Ｏ

決算） （決算） （予算

　

） 事業費内訳

事業費　

　

① 8,477 13,3

∧

54 12,716 13

　

,313 合計 12,7

　

15,739 円
委託

実

料 12,610,67

　

5 円

財
　
源

特定財源

　

881 2,682 6,

施

329 1,292 使用

　

料及び賃借料 48,7

　

00 円
負担金、補助

∨

及び

一般財源 7,596 10,672 6,387 12,021 交付金 56,364 円

職員人件費　② 1,918 2,389 3,721 2,201

総事業費（①＋②） 10,395 15,743 16,437 15,514

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 地域女性活躍推進交付金（国
）

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 商工業
施

和

策体系
施策の内容 工業

７

の振興

目
　
　
　
的

　中

年

小企業の経営者や従業

度

員が業務で必要と

主
た

評

る
内
容

〇人材育成支援

価

なる技術、技能又は知

）

識の習得を支援するこ

刈

　職歴、階層別及びテ

谷

ーマ別に研修を実施す

市

とで、市内企業の経営

事

基盤の強化及び中小企

務

　る。
業の活性化を促

事

す。 〇女性活躍支援
　

業

人事担当者及び管理職

評

に向けた講演会やワ
　

価

ークショップを開催す

シ

る。
〇中小企業人材育

ー

成支援
　中小企業基盤

ト

整備機構、中部職業能

（

力開発
　促進センター

様

、刈谷商工会議所が開

式

催する
　各種研修制度

１

を利用した市内の事業

）

所に所
　属する経営者

会

及び従業員に対し、そ

計

の経費
　の一部を補助

名

する。

位
置
づ
け

関連計

担

画

根拠法令 刈谷市中小

当

企業振興基本条例、中

部

小企業人材育成支援事

産

業補助金交付要綱

対象

業

者 市内企業 事業期間 平

環

成３０年度 ～

実施方法

境

□直営　■委託　□指

部

定管理　■補助・助成

一

　□その他

般会計
中小企業人

Ｂ
　
事

材

　
業
　
実
　
績

５年度実

育

績 ６年度実績 ７年度実

成

績 ８年度計画

・企業人

支

材パワーアップセミ ・

援

企業人材パワーアップ

事

セミ ・企業人材パワー

業

アップセミ ・企業人材

担

パワーアップセミ
　ナ

当

ー受講者数　　　　4

課

8人 　ナー受講者数　

商

　　　49人 　ナー受

工

講者数　　　　50人

業

　ナー受講者数　　　

振

　50人
・女性の一歩

興

を応援プロジェ ・女性

課

の一歩を応援プロジェ

款

・女性の一歩を応援プ

項

ロジェ ・女性の一歩を

目

応援プロジェ
　クト受

担

講者数　　　　27人

当

　クト受講者数　　　

係

　19人 　クト受講者

工

数　　　　23人 　ク

業

ト受講者数　　　　2

振

5人
・キャリアデザイ

興

ンイベント ・女性活躍



7

∧
　
評
　
価
　
∨

1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内中

令

小企業は取引先からの

和

値下げ要求や増産対応

８

に追
・法的業務

高い
わ

年

れ、自社での従業員育

度

成に人、時間、費用い

（

ずれも割く
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 こ

和

とができない状態であ

７

る。そのため、中小企

年

業の従業員
・市民生活

度

上必要である　など の

評

人材育成を支援して経

価

営基盤の強化や雇用の

）

安定を図る
ことは、地

刈

域の産業振興に必要と

谷

考える。
　市内中小企

市

業の従業員に対し、継

事

続的な指導を直接行う

務

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

ため、短期

業

的な効果に留まらず、

評

将来に亘って企業に貢

価

献
効率性 ・執行体制の

シ

効率性 できる人材を育

ー

成することができる。

ト

また、研修を通じて
・

（

手段の最適性　など 様

様

々な業種の参加者が交

式

流する機会も生むこと

２

から、事業
の効率性は

）

高い。
　従業員の人材

会

育成など職業能力や技

計

術向上のための研修
・

名

市が主体となって実施

担

する
高い

機会の提供は

当

、雇用、就労の安定確

部

保において、妥当な取

産

妥当性 　べき事業であ

業

るか 組であると考える

環

。
・総合計画との整合

境

性　など

　従業員の育

部

成は、中小企業の経営

一

基盤強化に繋がるもの

般

施策への ・施策への貢

会

献度
高い

であり、本市

計

の商工業振興における

中

貢献度は高い。また、

小

・目標達成度 企業の経

企

営課題に対して具体的

業

な支援施策を提示して

人

いく
貢献度 ・市民サー

材

ビスへの効果　など に

育

は、コンシェルジュだ

成

けでは解決できない問

支

題もあり、
関係機関と

援

の連携が不可欠である

事

。

今後の方向性 □拡充

業

　■現状維持　□改善

担

・効率化　□縮小　□

当

終期設定　□休止・廃

課

止

　人材育成の効果は

商

短期的な測定が困難で

工

はあるが、質の高い研

業

修を継続的かつ直接受

振

講できる本事業に対す

興

る企業
ニーズは高い。

課

　また、女性のキャリ

款

ア支援を実施すること

項

は、女性活躍推進や多

目

様なキャリアの選択肢

担

の提供において有効で

当

あり
、今後も継続して

係

実施する必要がある。

工業振興

Ｃ
 
　
Ｈ
 

係

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　



7

及び応募件数を増やす

1

ことができた。魅力あ

1

る個

店創出支援補助金では、個店の経営課題の解決や魅力アップにつなげることができた。

　かりや商業まつりでは、より多くの店舗に参加してもらうことで事業自体の魅力を高められるよう、店舗の募集方法や

周知方法等を検討する必要がある。
課題

　魅力ある個店創出支援補助金では、利用促進に向け、経営課題を抱える事業者のニーズに合った支援内容に見直す必要

がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 参加商業者数（店舗） 193 170 182 210 220
指標
活動 経営課題が改善した店舗の割合（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

　刈谷市と商工会議所が協力して行う独自事業であるため、近隣市においては同様の事業を行っていない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,674 4,491 6,209 8,500 合計 6,209,490 円
委託料 3,500,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 2,709,490 円

一般財源 9,674 4,491 6,209 8,500

職員人件費　

Ｄ

② 460 478 496

　

762

総事業費（①＋

　

②） 10,134 4,

　

969 6,705 9,

Ｏ

262

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

７年度特定財源名称

７

∧

年度までの累積事業費

　

0

９年度以降の事業費

　

見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 商業の

７

活性化

目
　
　
　
的

　市

年

内の小売商業者・サー

度

ビス業者の活性化

主
た

評

る
内
容

　市内商業者の

価

販促力、自社製品や商

）

品のＰ
のためのイベン

刈

トや講習等を開催し、

谷

経営改 Ｒ力の向上につ

市

ながるイベントの開催

事

及び専
善に取り組む商

務

業者を支援する。 門家

事

の派遣事業を行う。
　

業

また、経営課題を踏ま

評

え、新たな挑戦や創
意

価

工夫を加えた取組を行

シ

う商業者に対し、そ
の

ー

経費の一部を補助する

ト

。

位
置
づ
け

関連計画

根

（

拠法令 刈谷市中小企業

様

振興基本条例

対象者 市

式

内商業者 事業期間 平成

１

２９年度 ～

実施方法 □

）

直営　■委託　□指定

会

管理　□補助・助成　

計

□その他

名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

５年度実績

一

６年度実績 ７年度実績

般

８年度計画

参加商業者

会

数 参加商業者数 参加商

計

業者数 参加商業者数
・

が

刈谷ビジネス創造大学

ん

・刈谷ビジネス創造大

ば

学 ・かりや商業まつり

る

　175店舗・かりや

商

商業まつり　200店

業

舗
　　　　　　　　　

者

　 10店舗　　　　

応

　　　　　　　1店舗

援

・魅力ある個店創出支

事

援補助 ・魅力ある個店

業

創出支援補助
・かりや

担

商業まつり　173店

当

舗・かりや商業まつり

課

　167店舗　金　　

商

　 　　　　　 7店

工

舗　金　　　 　　　

業

　　10店舗
・魅力あ

振

る個店創出支援補助 ・

興

魅力ある個店創出支援

課

補助
　金　　　　　　

款

　　 10店舗　金　

項

　　　　　　　　2店

目

舗

　かりや商業まつり

担

では、昨年度に引き続

当

きデジタルを活用する

係

ことで、応募者の手間

商

や抽選にかかる事務を

業

削減し、効

成果
率よく

振

実施できた。また、積

興

極的なPRや景品の見

係

直しにより、参加店舗



1

魅力ある個店創出支援

1

補助金は、個店の抱える課題等現状を踏まえ、よりニーズに合った支援内容となるよう制度
の見直しを図る必要がある。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の商

令

業者の置かれている状

和

況は、郊外の大型店舗

８

や
・法的業務

高い
イン

年

ターネット販売などの

度

購買機会の多様化や、

（

少子高齢
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 化な

和

どの構造的な要因によ

７

り厳しい状況が続いて

年

おり、消
・市民生活上

度

必要である　など 費喚

評

起に繋がるイベントの

価

開催や、商業者の販売

）

力強化の
支援を行うこ

刈

とで、商業者の活性化

谷

に必要である。
　小売

市

業者及びサービス業者

事

の活性化を図るため、

務

商業者
・コストの節減

事

、費用対効果
高い

及び

業

商店街の支援を行うも

評

のである。そのため、

価

事業を効
効率性 ・執行

シ

体制の効率性 果的かつ

ー

効率的に実施するため

ト

、より専門的な知識を

（

有し､
・手段の最適性

様

　など 小売業者及びサ

式

ービス業者を熟知する

２

商工会議所に委託す
る

）

ことで事業効果が期待

会

できる。
　刈谷市中小

計

企業振興基本条例では

名

、商業及びサービス業

担

・市が主体となって実

当

施する
高い

の「地域コ

部

ミュニティの担い手」

産

としての重要性を鑑み

業

、
妥当性 　べき事業で

環

あるか 活性化を図ると

境

している。地域密着型

部

商業の推進や消費者
・

一

総合計画との整合性　

般

など ニーズに対応する

会

ための支援を行うこと

計

は、商業及びサー
ビス

が

業の活性化を図るため

ん

の必要な事業である。

ば

　商店街と商工会議所

る

が連携し、事業を行う

商

ことで、多く

施策への

業

・施策への貢献度
高い

者

の消費者が商店街及び

応

市内事業者の店舗に足

援

を運ぶことと
・目標達

事

成度 なり、商店街が活

業

性化するとともに、市

担

内事業者の売上向
貢献

当

度 ・市民サービスへの

課

効果　など 上によって

商

、地域の活性化に効果

工

があると考える。

今後

業

の方向性 □拡充　□現

振

状維持　■改善・効率

興

化　□縮小　□終期設

課

定　□休止・廃止

　か

款

りや商業まつりにおい

項

ては、商店街・商工会

目

議所と事務量の削減な

担

どの効果により、デジ

当

タル運用での継続意向

係

を確認しており、今後

商

も周知方法などを工夫

業

し、より効果的に多く

振

の参加店舗や応募者を

興

集められるよう改善し

係

なが
ら市内商業者の活

7

性化に繋げていく。
　



興

5,902人 　　延べ

係

利用者数　 5,08

7

1人
・企業のイノベー

1

ション推進 ・企業のイ

1

ノベーション推進 ・企業のイノベーション推進
　事業の実施　　　 　 3社9 　事業の実施　　　 6社参加 　事業の実施　　   6社参加

　令和4年度に策定したイノベーション構想に基づき、企業人材や次世代人材の育成、コワーキングスペース運営による

成果
場の提供、オープンイノベーションミーティングによるコミュニティ形成、企業のイノベーション創出に向けた取組の推

進の4つの視点で事業を展開することで、機運醸成とイノベーションの創出を推進することができた。

　イノベーション構想に掲げる持続的に発展する産業都市という目的のため実施する各種事業について、引き続き事業の

目的や意図を明確にし、可視化できる結果や成果についてはしっかりと拾いながら共有化を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 オープンイノベーションミーティングの開催（回） 10 11 11 12 12
指標
活動 人材、次世代育成支援事業の参加者 90 81 93 90 90
指標 （人）

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,564 38

Ｄ

,820 38,631

　

24,396 合計 38

　

,631,460 円

　

役務費 63,800 

Ｏ

円

財
　
源

特定財源 17

　

,886 19,378

　

19,260 2,82

∧

0 委託料 33,947

　

,660 円
使用料及

　

び賃借料

一般財源 16

実

,678 19,442

　

19,371 21,5

　

76 4,620,00

施

0 円

職員人件費　②

　

10,358 6,37

　

1 14,471 12,

∨

911

総事業費（①＋②） 44,922 45,191 53,102 37,307

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 一般寄附金

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 商工業

和

施策体系
施策の内容 工

７

業の振興

目
　
　
　
的

　

年

企業人材の育成や次世

度

代を担う子どもたち

主

評

た
る
内
容

○人材・次世

価

代育成支援事業の実施

）

の育成を中心とした多

刈

様なプログラムを実施

谷

○コワーキングスペー

市

ス等の運営業務の実施

事

することで、新たな産

務

業やイノベーションの

事

○企業のイノベーショ

業

ン推進事業の実施
創出

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令 刈谷市中

シ

小企業振興基本条例

対

ー

象者 事業期間 令和３年

ト

度 ～

実施方法 □直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

産

　
績

５年度実績 ６年度

業

実績 ７年度実績 ８年度

環

計画

・オープンイノベ

境

ーションミ ・オープン

部

イノベーションミ ・オ

一

ープンイノベーション

般

ミ ・オープンイノベー

会

ションミ
　ーティング

計

の開催  　10回 　

産

ーティングの開催  

業

　11回 　ーティング

イ

の開催 　 11回 　

ノ

ーティングの開催
・人

ベ

材、次世代育成支援事

ー

業 ・人材、次世代育成

シ

支援事業 ・人材、次世

ョ

代育成支援事業 ・人材

ン

、次世代育成支援事業

推

の実施(全3事業) 　

進

の実施(全3事業) 　

事

の実施(全3事業) 　

業

の実施（全2事業）
　

担

　延べ参加者数　  

当

  90人 　　延べ参

課

加者数　　  81人

商

　　延べ参加者数　　

工

  93人 ・企業のイ

業

ノベーション推進
・I

振

KOMAI DESK

興

の運営 ・IKOMAI

課

 DESKの運営 ・I

款

KOMAI DESK

項

の運営 　事業の実施
　

目

　登録者数　　　　 

担

230人 　　登録者数

当

　　　　 356人 　

係

　登録者数　　　　 

工

370人
　　延べ利用

業

者数　 4,707人

振

　　延べ利用者数　 



係

果の高い今後の事業展

7

開を検討し、企業の主

1

体
的なイノベーション

1

創出の取組を促していく。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自動

令

車産業が大きな転換期

和

を迎えているとされる

８

中で、
・法的業務

高い

年

自動車関連産業を基幹

度

産業とする本市におい

（

て、持続的に
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

発展する産業都市であ

７

るために、既存産業の

年

強化、新たな
・市民生

度

活上必要である　など

評

産業の創出を検討する

価

ことは必要である。

　

）

産業イノベーション推

刈

進事業を推進するうえ

谷

で、本市や
・コストの

市

節減、費用対効果
高い

事

近隣自体などの現況を

務

把握し、日々進展する

事

社会情勢から
効率性 ・

業

執行体制の効率性 構想

評

を定めることは、現時

価

点においての本市の取

シ

組の方向
・手段の最適

ー

性　など 性を定め、各

ト

種事業の効果を高める

（

ため必要である。

　自

様

動車関連を始めとした

式

製造業の集積により、

２

就労の場､
・市が主体

）

となって実施する
普通

会

財政基盤の安定性を確

計

保してきた本市におい

名

て、産業の転
妥当性 　

担

べき事業であるか 換期

当

を迎えながらも、産業

部

都市として持続的な成

産

長発展を
・総合計画と

業

の整合性　など 続ける

環

ため主体的に取り組む

境

ことは産業振興におい

部

て必要
である。
　既存

一

産業の強化と新たな産

般

業の創出への取組は短

会

期的な

施策への ・施策

計

への貢献度
普通

成果効

産

果は得難いものである

業

が、産業の転換期にお

イ

いて､次
・目標達成度

ノ

の世代のために産業都

ベ

市として持続的に成長

ー

発展し続ける
貢献度 ・

シ

市民サービスへの効果

ョ

　など うえで重要な取

ン

組であると考える。

今

推

後の方向性 □拡充　□

進

現状維持　■改善・効

事

率化　□縮小　□終期

業

設定　□休止・廃止

　

担

令和6年度に引き続き

当

、策定したイノベーシ

課

ョン構想に基づき、人

商

材育成、場の提供、コ

工

ミュニティ形成、企業

業

の取
組推進の大きく4

振

点で事業を実施した。

興

育成事業や機運醸成を

課

中心とした、成果や効

款

果の見えにくい事業内

項

容であるこ
とから、可

目

視化や共有可能な成果

担

は丁寧に拾いながら、

当

各種事業の目的や意図

係

をしっかりと説明しな

工

がら取り組んだ
。
　令

業

和8年度も市内中小企

振

業のイノベーション創

興

出に向けた必要性と効



係

所）みんなで!!ロボ

工

ットコンテスト!!第

業

３回安城大会
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,995 3,995 4,001 0 合計 4,000,700 円
委託料 4,000,700 円

財
　
源

特定財源 1,998 2,061 2,062 0

一般財源 1,997 1,934 1,939 0

職員人件費　② 1,535 1,593 2,067 0

総事業費（①＋②） 5,530 5,588 6,068 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 イベント等参加料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 産業環境

基本施

和

策 商工業
施策体系

施策

７

の内容 工業の振興

目
　

年

　
　
的

　刈谷市の次の

度

時代を支えるものづく

評

り人材

主
た
る
内
容

　市

価

内企業の協力を得なが

）

ら、市内小学生を
を育

刈

成するとともに、市内

谷

の中小企業の魅力 対象

市

としたロボットコンテ

事

ストを開催する。
を周

務

知する機会を創出する

事

。

位
置
づ
け

関連計画

根

業

拠法令

対象者 市内在住

評

の小学生 事業期間 令和

価

５年度 ～ 令和７年度

実

シ

施方法 □直営　■委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

当

年度実績 ６年度実績 ７

部

年度実績 ８年度計画

・

産

開会式及び組立教室 ・

業

開会式及び組立教室 ・

環

開会式及び組立教室 　

境

　　参加者　83人  

部

 　参加者　63人  

一

 　参加者　62人 　

般

・作品交流会及び表彰

会

式 ・作品交流会及び表

計

彰式 ・作品交流会及び

み

表彰式 　
    参加

ん

者　64人   　参加

な

者　30人     参

で

加者　45人 　
　　　

ロ

―――――――

　市内

ボ

中小企業の協力を得な

ッ

がら、市内在住の小学

ト

生を対象に基礎的なロ

コ

ボットキットの製作を

ン

通して「ものづくり」

テ

の

成果
大切さ、楽しさ

ス

を体感できるロボット

ト

コンテストを開催する

実

ことにより、子どもた

施

ちの創意工夫する力を

事

伸ばすことがで

きた。

業

　参加者である小学生

担

の興味関心を惹きつけ

当

る事業を新たに検討し

課

ていく必要がある。

課

商

題

指標名称（単位）
実

工

績値 目標値

５年度 ６年

業

度 ７年度 ８年度 １０年

振

度

活動 開会式及び組立

興

教室参加者（人） 83

課

63 62 ― ―
指標
活動

款

作品交流会及び表彰式

項

参加者（人） 64 30

目

45 ― ―
指標

　他市の

担

状況
他市との ・安城市

当

（主催は安城商工会議



工業振興係

7 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　次の時代を支える

和

ものづくり人材の育成

８

を図り、市内企
・法的

年

業務
普通

業の魅力を広

度

く知っていただく機会

（

を創出することで、市

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 内におけるも

７

のづくり機運の醸成を

年

図ることができる。
・

度

市民生活上必要である

評

　など

　愛知県の中央

価

に位置し、刈谷駅から

）

近く利便性が高い産
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
普通

業振興センタ

市

ーを会場とすることで

事

、集客が期待できる。

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 また、参加費を徴

業

収して実施する事業で

評

あるため高い出席
・手

価

段の最適性　など 率を

シ

確保できる。

　子ども

ー

を主体とした本事業を

ト

実施することで、総合

（

計画
・市が主体となっ

様

て実施する
普通

のＫＰ

式

Ｉである「将来の夢や

２

目標を持っている児童

）

生徒の
妥当性 　べき事

会

業であるか 割合」を高

計

めることができる。
・

名

総合計画との整合性　

担

など

　市内にあるロボ

当

ット制作をなりわいと

部

する複数の企業や

施策

産

への ・施策への貢献度

業

高い
工科高校から、応

環

募作品の審査や、開会

境

式・表彰式での企
・目

部

標達成度 業ブース出展

一

などの協力を受けるこ

般

とができ、次の時代を

会

貢献度 ・市民サービス

計

への効果　など 支える

み

ものづくり人材の育成

ん

と市内企業の魅力を発

な

信する
ことができる。

で

今後の方向性 □拡充　

ロ

□現状維持　□改善・

ボ

効率化　□縮小　□終

ッ

期設定　■休止・廃止

ト

　「みんなで!!ロボ

コ

ットコンテスト!!i

ン

nかりや」の開催を通

テ

して、次の時代を支え

ス

るものづくり人材の育

ト

成を図ると
ともに、市

実

内企業の魅力を広く知

施

っていただく機会を創

事

出することで、市内に

業

おけるものづくり機運

担

の醸成が図られ
、一定

当

の成果を上げることが

課

できたため、令和7年

商

度の開催をもって一旦

工

事業を休止する。

業振興課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

款

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

項

評
　
価
　
∨

目 担当係



興

アップ企業を手段とし

係

て活用したいと考える

7

市内中小企業の関心を

1

高めることができた。

1

　中小企業の課題解決にスタートアップ企業を活用する本事業において、中小企業の課題を如何に正確に捉えるかという

ことが肝心であるが、企業の経営課題、業務課題は各社毎に異なり、また大変複雑である。連携事例を生み出していくに
課題

は更に課題を深堀ることやスタートアップ企業に関する情報についても正確に捉え、蓄積していく必要性がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 マッチングイベント参加者数（人） ― 23 26 40 40
指標
活動 トライアル導入件数（件） ― 1 3 2 2
指標

　他市において比較対象となる事業を実施しているところはない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 9,279 11,467 11,601 合計 11,467,405 円
旅費 186,410 円

財
　
源

特定財源 0 3,247 5,641 5,686 委託料 9,901,395 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 6,032 5,826 5,915 1,379,600 円

職員人件費　② 0 8,760 4,548 6,350

総事業費（①＋②） 0 18,039 16,01

Ｄ

5 17,951

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ７年度特定財

　

源名称

７年度までの累

Ｏ

積事業費 0 新しい地方

　

経済・生活環境創
生交

　

付金（国）

９年度以降

∧

の事業費見込 0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 商工業

和

施策体系
施策の内容 工

７

業の振興

目
　
　
　
的

　

年

市内中小企業が革新的

度

なアイデア・技術を

主

評

た
る
内
容

　スタートア

価

ップ企業との連携を促

）

進するた
駆使するスタ

刈

ートアップ企業と連携

谷

し、自社 めのプログラ

市

ムやイベントを実施す

事

る。
の課題解決に取り

務

組むよう促すことによ

事

り、 〇スタートアップ

業

企業についての理解促

評

進プ
市内中小企業の事

価

業成長を促進する。 　

シ

ログラムの実施
〇市内

ー

中小企業とスタートア

ト

ップ企業との
　マッチ

（

ングイベントの開催
〇

様

マッチング後のトライ

式

アル導入等のサポー
　

１

ト

位
置
づ
け

関連計画

根

）

拠法令 刈谷市中小企業

会

振興基本条例

対象者 市

計

内中小企業 事業期間 令

名

和６年度 ～

実施方法 □

担

直営　■委託　□指定

当

管理　□補助・助成　

部

□その他

産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

５年度実績

ス

６年度実績 ７年度実績

タ

８年度計画

　 ・マッチ

ー

ングイベント ・マッチ

ト

ングイベント ・マッチ

ア

ングイベント
　 　　第

ッ

1回参加者数　 8社

プ

10人　　第1回参加

連

者数　 9社11人　

携

　参加者数　　　　　

促

 40人
　 　　第2回

進

参加者数　11社13

事

人　　第2回参加者数

業

  11社15人・ト

担

ライアル導入件数　 

当

 2件
　 ・トライアル

課

導入件数　　1件・ト

商

ライアル導入件数　 

工

 3件
　　　――――

業

―――

　市内中小企業

振

の課題解決の手段とし

興

て、スタートアップ企

課

業の製品等をトライア

款

ルで導入する連携実績

項

を3件創出する

成果
こ

目

とができた。

　また、

担

トライアル導入には至

当

ることはなかったが、

係

マッチングイベントに

工

参加したほぼ全ての企

業

業が、今後の連携を希

振

望するなど、スタート



係

7 1 1

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内

令

中小企業が様々な課題

和

を抱えている中で、課

８

題解決
・法的業務

高い

年

や事業成長の手段の一

度

つとして、革新的なア

（

イデア・技術
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

を駆使するスタートア

７

ップ企業との連携を促

年

すことは、市
・市民生

度

活上必要である　など

評

内中小企業支援の一環

価

として必要である。

　

）

マッチングイベントの

刈

参加者となる市内中小

谷

企業には課
・コストの

市

節減、費用対効果
高い

事

題を事前にヒアリング

務

し、課題解決手段とな

事

る製品等を有
効率性 ・

業

執行体制の効率性 する

評

スタートアップ企業を

価

マッチングイベントに

シ

招聘して
・手段の最適

ー

性　など いることから

ト

、双方の期待値に対し

（

てミスマッチの少ない

様

イベントを実施するこ

式

とができている。
　企

２

業支援施策では支援し

）

難い、中小企業の様々

会

な課題解
・市が主体と

計

なって実施する
普通

決

名

の新たな解決手段とし

担

てスタートアップ企業

当

との連携を
妥当性 　べ

部

き事業であるか 促すに

産

はまず市が主体となっ

業

て実施し、実績や事例

環

を創り
・総合計画との

境

整合性　など 出してい

部

く必要がある。

　市内

一

中小企業が自社課題を

般

解決し、事業成長する

会

ことで

施策への ・施策

計

への貢献度
普通

、雇用

ス

が生まれ、魅力ある働

タ

く場が創出されており

ー

、本市
・目標達成度 の

ト

持続的発展に貢献する

ア

ことができている。
貢

ッ

献度 ・市民サービスへ

プ

の効果　など

今後の方

連

向性 □拡充　□現状維

携

持　■改善・効率化　

促

□縮小　□終期設定　

進

□休止・廃止

　スター

事

トアップ企業とのマッ

業

チングには、中小企業

担

の課題を如何に正確に

当

捉えるかが重要であり

課

、その点について
は改

商

めて事業の軸として取

工

り組み、確度の高いマ

業

ッチングを実現してい

振

く。
　一方で、スター

興

トアップ企業との連携

課

に対する関心は有して

款

いるが、具体的な連携

項

イメージがわかない中

目

小企業も
いる。まずは

担

マッチングイベントに

当

参加し、スタートアッ

係

プ企業に対する理解や

工

連携のイメージを掴ん

業

でもらうなど
、関心層

振

の底上げにも取り組ん

興

でいく必要がある。



7

ができた。

　施設利用

1

者のチャレンジショッ

1

プ内流入を促進させるため、座席数追加等の機能拡充を行う必要がある。また、出店者

の市内実店舗開店を支援するため、商店街等と連携した出店候補地の把握や、事業の広報を継続的に行う必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 チャレンジショップ累計出店数 ― ー 4 4 8
指標 （店舗）
成果
指標

独自施策のため比較できない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,498 11,884 10,234 合計 11,884,400 円
委託料 11,884,400 円

財
　
源

特定財源 0 1,196 5,935 5,117

一般財源 0 1,302 5,949 5,117

職員人件費　② 0 3,584 3,721 3,386

総事業費（①＋②） 0 6,082 15,605 13,620

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 商業の

７

活性化

目
　
　
　
的

　市

年

内にて創業又は店舗出

度

店を検討する人が

主
た

評

る
内
容

○施設の改装
開

価

店の前段階として事業

）

に挑戦できるチャレ 　

刈

・飲食サービス業　1

谷

店舗
ンジショップを整

市

備及び運営することで

事

、商 　・小売業、その

務

他サービス業　3店舗

事

業の活性化を図る。 　

業

・共用部（ベンチ、テ

評

ーブル等）
○チャレン

価

ジショップの運営
　・

シ

出店者希望者の募集、

ー

選定
　・出店者への支

ト

援
　・創業セミナーや

（

交流イベントの開催
　

様

・ＨＰやＳＮＳを活用

式

した広報活動等
　

位
置

１

づ
け

関連計画

根拠法令

）

対象者 対象者を限定せ

会

ず 事業期間 令和６年度

計

～

実施方法 □直営　■

名

委託　□指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

５年度実績 ６年度実

計

績 ７年度実績 ８年度計

チ

画

　 ・チャレンジショ

ャ

ップ検討 ・チャレンジ

レ

ショップ出店数 ・チャ

ン

レンジショップ出店数

ジ

　 　ワークショップ 

シ

　　　　　　　　　　

ョ

　4店舗　　　　　　

ッ

　　　　　4店舗
　  

プ

   参加者数　　　

事

　　13人 ・先輩商業

業

者等による面談 ・先輩

担

商業者等による面談
　

当

　　開催回数　　　　

課

　 9回 　　　　　　

商

　　　　　月1回　　

工

　　　　　　　　　月

業

1回
　　　―――――

振

―― 　　先進地視察　

興

　　　 1回 ・交流イ

課

ベント等の開催　4回

款

・交流イベント等の開

項

催　3回

　チャレンジ

目

ショップ検討ワークシ

担

ョップの成果報告内容

当

等に基づき施設改装を

係

行い、出店環境等を整

商

備し、施設を開設

成果

業

することができた。ま

振

た、出店者に対して、

興

先輩商業者等による伴

係

走支援を実施すること



1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内で創

令

業または店舗出店を予

和

定する者を開店の準備

８

段
・法的業務

高い
階で

年

支援することは、魅力

度

ある店舗の増加だけで

（

なく、近
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 年衰

和

退傾向にある商店街の

７

新たな人材確保にも貢

年

献でき、
・市民生活上

度

必要である　など 商業

評

の活性化を促すことに

価

繋がるため、必要であ

）

る。

　商工会議所や商

刈

店街等と連携すること

谷

で、経営課題解決
・コ

市

ストの節減、費用対効

事

果
普通

や物件情報の共

務

有等の店舗開店前に必

事

要な支援を効率的に
効

業

率性 ・執行体制の効率

評

性 行うことが期待でき

価

る。
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市中小企業

ー

振興基本条例では、施

ト

策の基本方針とし
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

て「創業の支援

式

及び事業の承継の円滑

２

化を図る」としてい
妥

）

当性 　べき事業である

会

か る。そのため、創業

計

または店舗出店を支援

名

できる環境を整
・総合

担

計画との整合性　など

当

備することで、創業者

部

の増加等の安定した発

産

展を期待でき
ると考え

業

る。
　試験的に事業に

環

挑戦できる機会を活用

境

し、経営支援や開

施策

部

への ・施策への貢献度

一

普通
店支援を受けるこ

般

とは、創業または店舗

会

出店を予定する者
・目

計

標達成度 が開店前に行

チ

う活動として効果的で

ャ

あり、創業者や魅力あ

レ

貢献度 ・市民サービス

ン

への効果　など る店舗

ジ

の増加による商業の活

シ

性化に繋がると考える

ョ

。

今後の方向性 ■拡充

ッ

　□現状維持　□改善

プ

・効率化　□縮小　□

事

終期設定　□休止・廃

業

止

　創業または店舗出

担

店を予定する者が出店

当

することで試験的に事

課

業に挑戦できるチャレ

商

ンジショップを整備及

工

び運営
し、商工会議所

業

や商店街等と連携しな

振

がら出店者に対して継

興

続的に経営支援や開店

課

支援を行っていくとと

款

もに設備の
追加や機能

項

拡張を予定している。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 

商

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

業

∧
　
評
　
価
　
∨

振興係

7



業

ンを利用する事が出来

振

ない仕組みであったた

興

め、利用者が新たな店

係

舗を開拓・来店する消

7

費行動

につながり、店

1

舗側での新規顧客の獲

1

得や商業者支援につなげることができた。また、一部店舗で制限をかけたことで混

雑緩和に一定の効果があった。

　クーポンの使用期間が短いという利用者及び事業者の声を踏まえ、近隣市の実施方法を参考に、より使いやすい仕様を

検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 参加店舗数（店舗） 356 336 379 ― ―
指標
活動 利用登録者数（人） 70,871 93,140 89,212 ― ―
指標

　市独自施策のため比較できない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 145,781 196,251 159,745 0 合計 159,744,500 円
委託料 159,744,500 円

財
　
源

特定財源 119,437 21,168 141,000 0

一般財源 26,344 175,083 18,745 0

職員人件費　② 4,220 4,380 2,977 0

総事業費（①＋②） 150,001 200,631 162,722 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交

Ｄ

付金（国）

９年度以降

　

の事業費見込 0 げんき

　

商店街推進事業費補助

　

金（県）

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 産業環境

基本施策 商

和

工業
施策体系

施策の内

７

容 商業の活性化

目
　
　

年

　
的

　物価高騰等の影

度

響で厳しい経営環境に

評

ある

主
た
る
内
容

　市内

価

の中小規模の商業者を

）

対象店舗とした
商業者

刈

を支援するとともに、

谷

市ＬＩＮＥ公式 デジタ

市

ルクーポンを、市ＬＩ

事

ＮＥ公式アカウ
アカウ

務

ントの登録者数を増や

事

す。 ントの友だち登録

業

者へ発行する。

位
置
づ

評

け

関連計画

根拠法令

対

価

象者 市内事業者、市民

シ

等 事業期間 令和５年度

ー

～

実施方法 □直営　■

ト

委託　□指定管理　□

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

５年度実績 ６年度実

産

績 ７年度実績 ８年度計

業

画

・実施期間 ・実施期

環

間 ・実施期間 　
　　　

境

　　1月15日～2月

部

4日 　　　　 1月1

一

5日～3月14日 　　

般

　　 1月14日～2

会

月18日 　
・参加店舗

計

数　　　356店舗 ・

商

参加店舗数　　　33

業

6店舗 ・参加店舗数　

者

　　379店舗 　
・ク

応

ーポン発行額 ・クーポ

援

ン発行額 ・クーポン発

デ

行額 　
　　　　　　1

ジ

12,000,000

タ

円 　　　　　　180

ル

,398,700円 　

ク

　　　　　150,0

ー

00,000円 　　　

ポ

―――――――
・クー

ン

ポン利用額 ・クーポン

事

利用額 ・クーポン利用

業

額
　　　　　　110

担

,659,500円 　

当

　　　　　173,2

課

26,900円 　　　

商

　　　140,930

工

,100円
・利用登録

業

者数　 70,871

振

人 ・利用登録者数　 

興

93,140人 ・利用

課

登録者数　 89,2

款

12人

　デジタルクー

項

ポンの取得ツールにＬ

目

ＩＮＥを活用したこと

担

で、市ＬＩＮＥ公式ア

当

カウントの友だち数が

係

増加した。一度

成果
に

商

獲得した全てのクーポ



振興係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

昨今の物価高騰の影響

和

を受け、市内における

８

消費を喚起
・法的業務

年

高い
することで事業者

度

の経営を支援し、及び

（

地域経済と店舗の
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 活性化を図るため

７

実施する事業として、

年

市民のニーズは高
・市

度

民生活上必要である　

評

など い。

　ＬＩＮＥを

価

活用したシステムを用

）

いて実施しているため

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
高い

、店舗側の

市

手数料や事前準備の負

事

担をなくすとともに、

務

予
効率性 ・執行体制の

事

効率性 算管理やデータ

業

収集など成果分析が容

評

易であるなど、経費
・

価

手段の最適性　など 節

シ

減及び事務量削減の両

ー

側面から効率化を図る

ト

ことができ
ている。
　

（

市外の方も使える点は

様

不平はあるものの、発

式

行額の規模
・市が主体

２

となって実施する
普通

）

と事業者支援という観

会

点から、市が実施すべ

計

き事業である
妥当性 　

名

べき事業であるか と考

担

える。
・総合計画との

当

整合性　など

　事業者

部

支援のため、市民の消

産

費喚起のための施策と

業

して

施策への ・施策へ

環

の貢献度
高い

効果があ

境

る。
・目標達成度

貢献

部

度 ・市民サービスへの

一

効果　など

今後の方向

般

性 □拡充　□現状維持

会

　□改善・効率化　□

計

縮小　■終期設定　□

商

休止・廃止

　本事業に

業

対する商店街や市民の

者

関心は高く、利用者の

応

消費拡大と事業者の新

援

規顧客開拓や売上単価

デ

上昇と双方に寄
与する

ジ

効果があったが、更な

タ

る利用促進を図るため

ル

、クーポンの利用方法

ク

等を検討する必要があ

ー

る。本事業の実施に
当

ポ

たっては、社会の動向

ン

を見極めながら、事業

事

者支援の必要性や課題

業

を踏まえて方法を検討

担

し、商業者の実情に即

当

し
た実施方法を検討し

課

ていく必要がある。

商工業振

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

興

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 商業



1

3件 　　交付件数　       426件 　　交付件数　       344件 ・刈谷市商工業者事業資金
　　補助金額　71,596,410円     補助金額　81,272,990円 　　補助金額　28,522,795円 　　交付件数　　　　　80件
・刈谷市商工業者事業資金 ・刈谷市商工業者事業資金 ・刈谷市商工業者事業資金 ・補助金額　　40,000,000円
　　交付件数　　　　 100件 　　交付件数　　　　　74件 　　交付件数　　　　　56件
　　補助金額　11,726,784円     補助金額　 7,622,013円 　　補助金額　 4,951,547円

　物価高騰の影響を受けた中小企業の支援となるよう補助率と補助上限額を拡充し、経営を継続するため資金繰りの一助

成果
となった。

　物価高騰の影響や景気動向などにより、対象となる融資制度や補助率、補助限度額を見直す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 交付件数（件） 508 540 414 360 240
指標
成果 融資実績額（千円） 7,278,660 6,590,980 4,319,740 3,200,000 3,200,000
指標

　他市においても、信用保証料の補助を行っている。
他市との 【近隣市令和8年度予算額】
比較検証 碧南市19,600千円、安城市60,000千円、西尾市11,888千円、

知

Ｄ

立市11,636千円

　

、高浜市8,570千

　

円

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

　

ス
　
ト

単位：千円
５年

　

度 ６年度 ７年度 ８年度

施

７年度

（決算） （決算

　

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 8

∨

8,434 92,147 34,357 40,000 合計 34,357,354 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 34,357,354 円

一般財源 88,434 92,147 34,357 40,000

職員人件費　② 2,302 557 992 1,355

総事業費（①＋②） 90,736 92,704 35,349 41,355

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 商工業
施策体系

和

施策の内容 商業の活性

７

化

目
　
　
　
的

　市内中

年

小企業者の発展のため

度

の融資が円滑

主
た
る
内

評

容

　愛知県信用保証協

価

会の保証により融資を

）

受
に行われるよう信用

刈

保証料を補助し、負担

谷

の けた中小企業者に対

市

し、その金額に対する

事

信
軽減を図る。 用保証

務

料の全部又は一部を補

事

助する。
○対象融資　

業

愛知県小規模企業等振

評

興資金
　　　　　　愛

価

知県経済環境適応資金

シ

          

ー

  刈谷市商工業者事

ト

業資金
○補助率　　融

（

資制度に応じて、80

様

％～100％
    

式

      　の間で

１

変動
○限度額　　融資

）

制度に応じて、同一年

会

度内
　　　　　　で2

計

00千円～400千円

名

の間で変動

位
置
づ
け

関

担

連計画  

根拠法令 信用

当

保証料補助金交付要綱

部

対象者 市内事業者 事業

産

期間 昭和５６年度 ～

実

業

施方法 □直営　□委託

環

　□指定管理　■補助

境

・助成　□その他

部

一般会計
信用保証

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

料

年度実績 ６年度実績 ７

補

年度実績 ８年度計画

・

助

愛知県小規模企業等振

事

興 ・愛知県小規模企業

業

等振興 ・愛知県小規模

担

企業等振興 ・愛知県小

当

規模企業等振興
　資金

課

　資金 　資金 　資金
　

商

　交付件数　　　　　

工

35件 　　交付件数　

業

　　　　40件 　　交

振

付件数　　　　　14

興

件 　　交付件数　　　

課

　　40件
　　補助金

款

額　 5,110,9

項

12円 　　補助金額　

目

 3,251,726

担

円 　　補助金額　 　

当

883,012円 ・愛

係

知県経済環境適応資金

商

・愛知県経済環境適応

業

資金 ・愛知県経済環境

振

適応資金 ・愛知県経済

興

環境適応資金 　　交付

係

件数　       

7

240件
　　交付件数

1

　       37



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　中小企業にと

令

って、融資による円滑

和

な資金繰りは経営の
・

８

法的業務
高い

安定化、

年

拡充を図る上で重要で

度

ある。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 　公共

令

性の高い市及び県の融

和

資制度を補助対象とす

７

ること
・市民生活上必

年

要である　など は該当

度

制度の利用率向上に資

評

する有効的な手段であ

価

る。

　中小企業の業態

）

は多種多様であり、そ

刈

れぞれの業種や経
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

営状況に応じて

事

支援することは困難で

務

ある。
効率性 ・執行体

事

制の効率性 　補助金に

業

よる支援体制を採るこ

評

とによって、公共性の

価

高
・手段の最適性　な

シ

ど い融資制度を補填す

ー

る形で中小企業に対し

ト

て平等に支援を
行うこ

（

とができる。
　補助対

様

象となる融資制度は、

式

中小企業にとって利便

２

性の
・市が主体となっ

）

て実施する
高い

高いも

会

のであり、その利用率

計

を上げることは中小企

名

業の経
妥当性 　べき事

担

業であるか 営安定化に

当

直接つながるものであ

部

る。産業振興の観点か

産

ら
・総合計画との整合

業

性　など 中小企業の経

環

営支援は市が主体とな

境

って実施するべき事業

部

であると考える。
　第

一

8次総合計画における

般

、工業の振興、商業の

会

活性化を実

施策への ・

計

施策への貢献度
高い

現

信

する上で、市内中小企

用

業の経営の安定化、事

保

業拡大を図
・目標達成

証

度 るための融資は必要

料

不可欠なものであり、

補

それらの利用促
貢献度

助

・市民サービスへの効

事

果　など 進につながる

業

本事業の重要性、効果

担

も高いと考える。

今後

当

の方向性 □拡充　□現

課

状維持　■改善・効率

商

化　□縮小　□終期設

工

定　□休止・廃止

　物

業

価高騰の影響、景気の

振

動向、市内中小企業者

興

の業況を勘案し、必要

課

に応じて補助対象融資

款

制度や補助限度額の見

項

直しを図る。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

商

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

業

価
　
∨

振興係

7 1 1



人） 10 10 12 12 12
指標

　事業化してセミナーや講座を開催している市はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15 0 156 177 合計 155,720 円
委託料 150,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 5,720 円

一般財源 15 0 156 177

職員人件費　② 767 796 868 2,667

総事業費（①＋②） 782 796 1,024 2,844

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

商工業
施策体系

施策の

和

内容 雇用・就労の安定

７

確保

目
　
　
　
的

　若年

年

者、女性、再就職希望

度

者等の就業支援

主
た
る

評

内
容

　新規学卒者、学

価

卒者の保護者、再就職

）

希望
及び企業の人材確

刈

保を支援し、就業機会

谷

の増 者等に対して、県

市

や関係機関と連携しな

事

がら
大を図る。 セミナ

務

ーや講座等を開催する

事

。
※対象者の条件 　ま

業

た、労働者や事業者に

評

対して就業環境の
　就

価

職希望者、再就職希望

シ

者、労働者、 整備を啓

ー

発するセミナーや講座

ト

を開催する。
　事業者

（

位
置
づ
け

関連計画  

根

様

拠法令  

対象者 市民、

式

事業者 事業期間 平成１

１

９年度 ～

実施方法 ■直

）

営　■委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

５年度実績 ６

一

年度実績 ７年度実績 ８

般

年度計画

・セミナー及

会

び講座回数　1回・セ

計

ミナー及び講座回数　

就

1回・セミナー及び講

業

座回数　2回・セミナ

支

ー及び講座回数　2回

援

・就職相談窓口開設回

事

数 10回・就職相談

業

窓口開設回数 15回

担

・就職相談窓口開設回

当

数 14回・就職相談

課

窓口開設回数 12回

商

　参加者からは、役に

工

立った、悩みが解消し

業

た、有意義であった等

振

の多くの声が寄せられ

興

、成果を数値では表せ

課

ないが、

成果
就業支援

款

に繋がった。

　目まぐ

項

るしく変化する雇用情

目

勢に対応した事業実施

担

が求められるため、そ

当

の時々に見合った内容

係

、開催時期であったか

工

の検証や、事業実施後

業

のアフターフォローを

振

行う必要があると考え

興

る。
課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

５年

5

度 ６年度 ７年度 ８年度

1

１０年度

活動 セミナー

1

及び講座の回数（回） 1 1 2 2 2
指標
活動 就職相談窓口利用人数（



5

移住及び定住の環境整

1

備を行った。

　本補助

1

制度の申請対象となる移住及び定住者への周知が不足していたこと、「移住支援金対象求人」マッチングサイト

を活用しての就業等支給要件が厳しいこともあり、申請がなかった。より多くの方に本制度を利用してもらえるように、
課題

周知方法の検討及び支給要件の緩和が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 補助件数（件） 0 0 0 1 1
指標
活動
指標

県内実施自治体（令和7年度）名古屋市、豊橋市、岡崎市はじめ35市12町2村
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 1,000 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 750

一般財源 0 0 0 250

職員人件費　② 767 796 1,075 677

総事業費（①＋②） 767 796 1,075 1,677

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 雇用・

７

就労の安定確保

目
　
　

年

　
的

　愛知県まち・ひ

度

と・しごと創生総合戦

評

略及

主
た
る
内
容

　東京

価

圏（埼玉県、千葉県、

）

東京都及び神奈
び刈谷

刈

市まち・ひと・しごと

谷

創生総合戦略に 川県）

市

の在住者または在勤者

事

で愛知県移住支
基づき

務

、市内への移住・定住

事

の促進及び中小 援事業

業

・マッチング支援事業

評

・地方就職学生
企業等

価

における人手不足の解

シ

消を図る。 支援事業実

ー

施要領に基づく本市へ

ト

の移住者に
対して補助

（

金を交付する。
○補助

様

額
　2人以上の世帯　

式

1,000,000円

１

　単身世帯　　　 　

）

600,000円
※1

会

8歳未満の世帯員を帯

計

同して移住する場合
　

名

は、18歳未満の子ど

担

も1人につき1,00

当

0,000
　円を加算

部

。

位
置
づ
け

関連計画

根

産

拠法令 愛知県移住支援

業

事業等実施要領、刈谷

環

市首都圏人材確保支援

境

事業補助金交付要綱

対

部

象者 市民、事業者 事業

一

期間 令和元年度 ～

実施

般

方法 □直営　□委託　

会

□指定管理　■補助・

計

助成　□その他

首都圏人材確保支

Ｂ

援

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

事

度実績 ６年度実績 ７年

業

度実績 ８年度計画

・補

担

助件数　      

当

  0件 ・補助件数　

課

　　　　0件 ・補助件

商

数　　　　　0件 ・補

工

助件数　　　　　1件

業

・補助金額　    

振

    0円 ・補助金

興

額　        

課

0円 ・補助金額　　　

款

　　0円 ・補助金額　

項

1,000,000円

目

　愛知県の補助制度を

担

踏まえ、本補助制度の

当

見直しを行った。首都

係

圏から地方への移住及

工

び定住の促進並びに中

業

小企業等

成果
における

振

人手不足の解消のため

興

、本制度の周知を図る

係

ことにより、本市への



1

               西尾市2500千円（令和7年度）
他市との ・連合愛知三河西地域協議会　        碧南市270千円（令和7年度）
比較検証 ・愛知県労働者福祉協議会西三河支部　碧南市180千円、西尾市219千円、知立市180千円（各市令和7年度）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,608 2,784 2,765 3,789 合計 2,765,400 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,765,400 円

一般財源 3,608 2,784 2,765 3,789

職員人件費　② 2,686 2,389 3,308 5,122

総事業費（①＋②） 6,294 5,173 6,073 8,911

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 商工業
施策体系

和

施策の内容 雇用・就労

７

の安定確保

目
　
　
　
的

年

　労働団体等に対し団

度

体及び事業補助を実施

評

主
た
る
内
容

　次の3団

価

体に補助金を交付する

）

。
して、労働者福祉の

刈

支援を図る。 　また、

谷

中小企業者の退職金共

市

済制度への加
入促進の

事

ため、加入事業者に対

務

し補助金を交
付する。

事

○労働団体
　刈谷市雇

業

用対策協議会
　連合愛

評

知三河西地域協議会
　

価

愛知県労働者福祉協議

シ

会西三河支部
○中小企

ー

業退職金共済制度加入

ト

促進補助金

位
置
づ
け

関

（

連計画  

根拠法令 刈谷

様

市補助金等交付規則、

式

刈谷市中小企業退職金

１

共済制度加入促進補助

）

金交付要綱

対象者 団体

会

・事業者 事業期間 昭和

計

４２年度 ～

実施方法 □

名

直営　□委託　□指定

担

管理　■補助・助成　

当

□その他

部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

５年度実績

計

６年度実績 ７年度実績

労

８年度計画

・労働団体

働

　2,400,000

者

円交付・労働団体　2

福

,400,000円交

祉

付・労働団体　2,4

助

00,000円交付・

成

労働団体　2,400

事

,000円交付
・中退

業

共    1,012

担

,800円交付・中退

当

共    　186,

課

000円交付・中退共

商

      135,

工

400円交付・中退共

業

    1,000,

振

000円交付

　各団体

興

の積極的な取組により

課

、労働者等の育成・支

款

援が図られ、雇用・就

項

労の安定確保につなが

目

った。

成果

　中小企業

担

退職金共済制度加入促

当

進補助金については、

係

効果を検証する必要が

工

ある。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

５

振

年度 ６年度 ７年度 ８年

興

度 １０年度

活動 交付企

係

業数（件） 14 9 4 1

5

5 20
指標

 
指標

・雇

1

用対策協議会　   



事業費　① 100,000 100,000 100,000 100,000 合計 100,000,000 円
貸付金 100,000,000 円

財
　
源

特定財源 100,000 100,000 100,000 100,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 15 16 17 17

総事業費（①＋②） 100,015 100,016 100,017 100,017

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 労働金庫預託金元金収入

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 商工業
施策体系

施

和

策の内容 雇用・就労の

７

安定確保

目
　
　
　
的

　

年

住宅資金、生活資金等

度

を融資する東海労働

主

評

た
る
内
容

　東海労働金

価

庫に資金を預託する。

）

金庫に資金を預託し、

刈

労働者の借り入れを円

谷

滑に進め、福利厚生を

市

充実させる。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

務

対象者 対象者を限定せ

事

ず 事業期間 ～

実施方法

業

■直営　□委託　□指

評

定管理　□補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

５年度実

計

績 ６年度実績 ７年度実

名

績 ８年度計画

・預託金

担

額　100,000,

当

000円 ・預託金額　

部

100,000,00

産

0円 ・預託金額　10

業

0,000,000円

環

・預託金額　100,

境

000,000円

　労

部

働者の福利厚生を充実

一

することができた。

成

般

果

　預託金額の妥当性

会

について、検討、協議

計

する必要がある。

課題

労

指標名称（単位）
実績

働

値 目標値

５年度 ６年度

金

７年度 ８年度 １０年度

庫

活動 預託額（千円） 1

預

00,000 100,

託

000 100,000

事

100,000 100

業

,000
指標

 
指標

　

担

本事業は、東海労働金

当

庫が展開する融資に係

課

る原資の一部を、各市

商

町村で協調して預託す

工

るものであり、
他市と

業

の 近隣市においても同

振

様の制度を行っている

興

。
比較検証 碧南市40

課

,000千円、知立市

款

5,000千円

項 目 担当係 商業振

Ｃ
　

興

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

係

位：千円
５年度 ６年度

5

７年度 ８年度 ７年度

（

1

決算） （決算） （決算

1

） （予算） 事業費内訳



7

Ｃ
　

1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

1

位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,398 9,426 9,433 9,445 合計 9,432,800 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 9,432,800 円

一般財源 9,398 9,426 9,433 9,445

職員人件費　② 15 16 17 17

総事業費（①＋②） 9,413 9,442 9,450 9,462

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 商業の

７

活性化

目
　
　
　
的

　商

年

工業振興団体に対し補

度

助等を実施し、商

主
た

評

る
内
容

　商工業振興団

価

体が実施する事業に対

）

して補
工業の活性化を

刈

図る。 助金等を交付す

谷

る。
○刈谷商工会議所

市

○中小企業相談所
○刈

事

谷市商店街連盟
○刈谷

務

鉄工協議会
○刈谷市菓

事

子工業組合
○愛知県中

業

小企業団体中央会

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令 刈谷市補助金等交付

シ

規則、刈谷市中小企業

ー

振興基本条例

対象者 各

ト

種団体 事業期間 ～

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

産

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

業

度実績 ６年度実績 ７年

環

度実績 ８年度計画

・交

境

付団体　　　　6団体

部

・交付団体　　　　6

一

団体 ・交付団体　　　

般

　6団体 ・交付団体　

会

　　　6団体
・交付金

計

額　9,397,80

商

0円 ・交付金額　9,

工

425,800円 ・交

業

付金額　9,432,

振

800円 ・交付金額　

興

9,445,000円

団

　各団体の積極的な事

体

業実施により、市民へ

補

の啓発、労働者の育成

助

、事業者への支援等が

事

図られ、商工業の活性

業

化につな

成果
がった。

担

　慣例的な支出とせず

当

、事業費を対象として

課

、事業の公共性や公益

商

性を精査し、補助金支

工

出の根拠や補助金額の

業

積算根拠

を明確にする

振

必要がある。
課題

指標

興

名称（単位）
実績値 目

課

標値

５年度 ６年度 ７年

款

度 ８年度 １０年度

活動

項

交付団体数（団体） 6

目

6 6 6 6
指標

 
指標

他

担

市との
比較検証

当係 商業振興係



わいの創出に貢献することができた。

　広く市民のみなさんに楽しんでご来場いただくとともに、地元産業のPRの場となるようイベント内容を充実させる必要

がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 来場者数(人) 15,000 6,000 6,900 6,000 6,000
指標
活動 参加企業数(社) 13 52 49 48 48
指標

　安城市は5年に1度の開催である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,867 10,169 10,395 10,290 合計 10,395,477 円
需用費 194,117 円

財
　
源

特定財源 81 60 674 875 委託料 9,152,620 円
使用料及び賃借料

一般財源 1,786 10,109 9,721 9,415 1,048,740 円

職員人件費　② 928 3,743 3,721 3,386

総事業費（①＋②） 2,795 13,912 14,116 13,676

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 イベント参加料

９年度以

Ｄ

降の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 商工業
施策体系

施策

和

の内容 工業の振興

目
　

７

　
　
的

　市内産業にお

年

ける市民や企業等の多

度

様な連

主
た
る
内
容

　市

評

内事業者による製品や

価

商品の展示及び即
携・

）

交流を通じて、持続的

刈

な産業の発展とに 売、

谷

県外からの物産展、市

市

内商工業団体等に
ぎわ

事

いと魅力あふれるまち

務

づくりを目指す。 よる

事

即売会、各種イベント

業

を開催する。

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令 刈谷

価

市中小企業振興基本条

シ

例

対象者 対象者を限定

ー

せず 事業期間 平成９年

ト

度 ～

実施方法 ■直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

産

　
績

５年度実績 ６年度

業

実績 ７年度実績 ８年度

環

計画

・開催月日　2月

境

12日 ・開催月日　1

部

0月20日 ・開催月日

一

　10月19日 ・開催

般

月日　10月18日
・

会

開催場所 ・開催場所 ・

計

開催場所 ・開催場所
　

産

刈谷市総合運動公園 　

業

刈谷市産業振興センタ

展

ー 　刈谷市産業振興セ

開

ンター 　刈谷市産業振

催

興センター
　刈谷商工

事

会議所青年部の複 ・来

業

場者数 ・来場者数 ・来

担

場者数
　合型スポーツ

当

イベント「カ 　6,0

課

00人 　6,900人

商

　6,000人
　リフ

工

ェス」と同時開催
・来

業

場者数
　15,000

振

人

　市内企業26社が

興

出展したOut of

課

 KidZania 

款

in かりやの実施に

項

より、職業体験を通じ

目

た次世代の勤労観、職

担

業観の育成

成果
及び地

当

元愛の醸成、市内企業

係

の認知度向上を図るこ

工

とができた。また、市

業

内商業者23店舗が出

振

店したマルシェや商工

興

会議

所女性会・青年部

係

によるブース、友好都

7

市物産展等により、幅

1

広い世代の多くの来場

1

者を迎えることができ、商工業の活

性化と賑



1

事業者へ補助金を活用

1

してもらえるよう、制度周知を行っていく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 契約、取引成立件数（件） 107 41 145 100 100
指標

指標
　各市の状況（令和7年度）

他市との ・安城市　補助率50％　上限同一年度内200千円
比較検証 ・西尾市　補助率50％　上限同一年度内200千円

・碧南市　補助率50％　上限同一年度内250千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,775 4,681 3,743 4,900 合計 3,742,636 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,742,636 円

一般財源 2,775 4,681 3,743 4,900

職員人件費　② 767 1,991 1,240 1,778

総事業費（①＋②） 3,542 6,672 4,983 6,678

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業環境

令

基本施策 商工業
施策体

和

系
施策の内容 工業の振

７

興

目
　
　
　
的

　市内事

年

業者が市場開拓や販路

度

拡大のため、

主
た
る
内

評

容

　見本市等に出展す

価

る市内事業者に対して

）

出
展示商談会や見本市

刈

へ出展することにより

谷

、 展費用の一部を補助

市

する。
自立的発展を促

事

すとともに市内事業者

務

の経営 ○対象経費　出

事

展料
基盤の強化を支援

業

する。 ○補助率　　2

評

分の1
○限度額　　同

価

一年度内20万円

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

刈谷市中小企業見本市

ト

等出展支援事業補助金

（

交付要綱

対象者 市内事

様

業者 事業期間 平成２９

式

年度 ～ 令和１０年度

実

１

施方法 □直営　□委託

）

　□指定管理　■補助

会

・助成　□その他

計名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

部

年度実績 ６年度実績 ７

一

年度実績 ８年度計画

・

般

交付件数　　 　　1

会

9件 ・交付件数　　 

計

　　28件 ・交付件数

見

　　 　　22件 ・交

本

付件数　　 　　25

市

件
・補助金額　2,7

等

74,795円　　・

出

補助金額　4,681

展

,272円 ・補助金額

支

　3,742,636

援

円 ・補助金額　4,9

事

00,000円
　　

　

業

展示会へ出展する市内

担

企業に対して補助金を

当

交付することで、企業

課

の新たな販路開拓を喚

商

起することができた。

工

また、

成果
市内の優れ

業

たものづくりの技術力

振

を発信して企業の販路

興

拡大や新たなビジネス

課

パートナーの発掘を支

款

援できた。

　コロナ禍

項

が明け、見本市や展示

目

会の開催数がコロナ禍

担

前の状況に戻り始めて

当

いることや中小企業支

係

援メニューパンフレ

ッ

工

ト等により補助事業の

業

周知が進み新たに補助

振

金申請を行う企業が増

興

加している。今後も申

係

請件数の増加が見込ま

7

れるた
課題

め、多くの



係

はない。
他市との
比較

7

検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 330 6,205 330 6,742 合計 330,000 円
報償費 330,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 330 6,205 330 6,742

職員人件費　② 1,535 1,195 455 1,778

総事業費（①＋②） 1,865 7,400 785 8,520

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 商工業
施

和

策体系
施策の内容 工業

７

の振興

目
　
　
　
的

　若

年

年技術者の技術・技能

度

の向上を図ること

主
た

評

る
内
容

　高校生コマ大

価

戦の開催
を目的とした

）

大会等を実施し、全国

刈

からの参 ○日程　令和

谷

7年11月22日
加者

市

及び来場者に向けて、

事

「ものづくりのま ○場

務

所　ポートメッセなご

事

や
ち刈谷」をアピール

業

し、人材育成や雇用の

評

促
進を図る。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令 刈谷

シ

市中小企業振興基本条

ー

例

対象者 高校生 事業期

ト

間 平成２６年度 ～

実施

（

方法 □直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　■その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

産

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

業

度実績 ６年度実績 ７年

環

度実績 ８年度計画

・第

境

9回全国高校生コマ大

部

戦 ・第10回全国高校

一

生コマ大戦 ・第11回

般

全国高校生コマ大戦 ・

会

第12回全国高校生コ

計

マ大戦
　参加高校数 　

高

参加高校数 　参加高校

校

数 　参加高校数
　　2

生

9校91チーム 　　2

コ

9校98チーム 　　3

マ

1校102チーム 　　

大

30校100チーム
・

戦

開催場所 ・開催場所 ・

実

開催場所 ・開催場所
　

施

　ポートメッセなごや

等

　　産業振興センター

事

　　ポートメッセなご

業

や 　　産業振興センタ

担

ー

　全国から集まった

当

次代のものづくり人材

課

を担う高校生に対して

商

、「ものづくりのまち

工

刈谷」をＰＲすること

業

ができた。

成果

　主催

振

者と協力し参加チーム

興

数を増やすことができ

課

るよう、さらなる魅力

款

向上に取り組む必要が

項

ある。

課題

指標名称（

目

単位）
実績値 目標値

５

担

年度 ６年度 ７年度 ８年

当

度 １０年度

活動 各種大

係

会参加チーム数（チー

工

ム） 91 98 102 1

業

00 100
指標

指標
　

振

近隣市町で同様の事業

興

を実施している自治体



1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,894 7,435 7,846 11,795 合計 7,846,424 円
報酬 5,447,142 円

財
　
源

特定財源 48 48 50 0 職員手当等 1,994,082 円
旅費 251,440 円

一般財源 4,846 7,387 7,796 11,795 需用費 46,750 円
使用料及び賃借料 107,010 円

職員人件費　② 767 1,991 4,548 4,021

総事業費（①＋②） 5,661 9,426 12,394 15,816

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 新しい地方経済・生活環境創
生交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 商工業
施策体系

和

施策の内容 工業の振興

７

目
　
　
　
的

　市内企業

年

の経営基盤の強化及び

度

人材育成を

主
た
る
内
容

評

　中小企業コンシェル

価

ジュによる企業訪問を

）

図ることで、中小企業

刈

の活性化を促す。 行い

谷

、市内企業の課題調査

市

及び支援方策を検
討す

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令 刈谷市中小企

事

業振興基本条例

対象者

業

市内企業 事業期間 平成

評

２８年度 ～

実施方法 ■

価

直営　□委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

５年度実績

担

６年度実績 ７年度実績

当

８年度計画

・中小企業

部

コンシェルジュに ・中

産

小企業コンシェルジュ

業

に ・中小企業コンシェ

環

ルジュに ・中小企業コ

境

ンシェルジュに
　よる

部

企業訪問　57社 　よ

一

る企業訪問　73社 　

般

よる企業訪問　67社

会

　よる企業訪問　70

計

社

　市内の多様な業種

中

の企業に対し、アンケ

小

ート及び訪問を実施し

企

、賃上げ、価格転嫁、

業

米国関税の影響及び生

活

産性・業務

成果
効率向

性

上等に関する実態調査

化

を行い、市内企業の現

事

状及び課題把握を行っ

業

た。

　テーマ性を持っ

担

て取り組んでいくうえ

当

で、より多くの企業の

課

実態把握を行うことが

商

必要できるよう、検討

工

する必要があ

る。
課題

業

指標名称（単位）
実績

振

値 目標値

５年度 ６年度

興

７年度 ８年度 １０年度

課

活動 訪問企業数（社）

款

57 73 67 70 70

項

指標

指標
　他市の状況

目

他市との ・安城市　中

担

小企業コーディネータ

当

ー制度
比較検証

係 工業振興係

7 1

Ｃ
　



業

（決算） （予算） 事業

振

費内訳

事業費　① 56

興

6 583 605 0 合計

係

604,780 円
使

7

用料及び賃借料 604

1

,780 円

財
　
源

特

1

定財源 0 0 0 0

一般財源 566 583 605 0

職員人件費　② 1,535 796 455 0

総事業費（①＋②） 2,101 1,379 1,060 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 産業環境

基本施策 商

和

工業
施策体系

施策の内

７

容 工業の振興

目
　
　
　

年

的

　若年技術者の技術

度

・技能の向上を図ると

評

と

主
た
る
内
容

　愛知県

価

工業高校生ロボット競

）

技大会を産業
もに、「

刈

ものづくりのまち刈谷

谷

」をアピール 振興セン

市

ターで開催する。
し、

事

人材育成や雇用の促進

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令

対象者 高

業

校生 事業期間 ～ 令和７

評

年度

実施方法 □直営　

価

□委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　■その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

５年度実績 ６年度

担

実績 ７年度実績 ８年度

当

計画

・第16回愛知県

部

工業高校生ロ ・第17

産

回愛知県工業高校生ロ

業

・第18回愛知県工業

環

高校生ロ 　
　ボット競

境

技大会参加高校数 　ボ

部

ット競技大会参加高校

一

数 　ボット競技大会参

般

加高校数 　
　　23校

会

24チーム 　　22校

計

22チーム 　　20校

高

20チーム 　
　
　　　

校

―――――――

　次代

生

のものづくり人材を担

ロ

う高校生に対して、「

ボ

ものづくりのまち刈谷

ッ

」をＰＲすることがで

ト

きた。

成果

　参加高校

競

生に対し市内企業の情

技

報をＰＲし、市内企業

大

の人材確保に寄与する

会

。

課題

指標名称（単位

実

）
実績値 目標値

５年度

施

６年度 ７年度 ８年度 １

事

０年度

活動 参加数（チ

業

ーム） 24 22 20 ―

担

―
指標
活動
指標

　近隣

当

市町で同様の事業を実

課

施している自治体はな

商

い。
他市との
比較検証

工業振興課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

当

　
ト

単位：千円
５年度

係

６年度 ７年度 ８年度 ７

工

年度

（決算） （決算）



興

市：100,000千

係

円、高浜市：65,0

7

00千円

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 325,000 325,000 325,000 325,000 合計 325,000,000 円
貸付金 325,000,000 円

財
　
源

特定財源 325,000 325,000 325,000 325,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,542 1,601 835 855

総事業費（①＋②） 326,542 326,601 325,835 325,855

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 商工業振興資金預託金元金収
入

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 商工業

和

施策体系
施策の内容 商

７

業の活性化

目
　
　
　
的

年

　金融機関との取引機

度

会の少ない中小規模の

評

主
た
る
内
容

　愛知県商

価

工業振興資金融資制度

）

の運用資金
商工業者が

刈

、事業上必要とする資

谷

金の融資を として市と

市

県が協調して市内取扱

事

金融機関に
円滑にする

務

ことにより、その経営

事

の振興に資 資金預託を

業

行う。
する。

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令  

価

対象者 市内事業者 事業

シ

期間 昭和６０年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

部

年度実績 ６年度実績 ７

産

年度実績 ８年度計画

・

業

利用件数　　　　 　

環

42件 ・利用件数　　

境

　　 　40件 ・利用

部

件数　　　　 　20

一

件 ・利用件数　　　　

般

 　50件
・融資金額

会

　185,990,0

計

00円 ・融資金額　1

商

74,140,000

工

円 ・融資金額　 68

業

,900,000円 ・

振

預託金額　325,0

興

00,000円

　中小

資

企業に対する低金利融

金

資制度として、資金調

貸

達の円滑化に寄与して

付

いる。

成果

　融資実績

預

が預託額を下回る状況

託

のため、金融機関への

事

円滑且つ効果的な周知

業

により利用率向上を図

担

るとともに、預託額

の

当

妥当性について愛知県

課

と協議する必要がある

商

。
課題

指標名称（単位

工

）
実績値 目標値

５年度

業

６年度 ７年度 ８年度 １

振

０年度

活動 利用件数(

興

件) 42 40 20 50

課

60
指標

 
指標

　近隣

款

市においても規模の差

項

はあるが、預託事業を

目

行っている。
他市との

担

【近隣市令和8年度予

当

算額】
比較検証 碧南市

係

：100,000千円

商

、安城市：200,0

業

00千円、西尾市：3

振

0,000千円、
知立



振興係

7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
５年度 ６

1

年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 73,660 86,610 114,990 78,840 合計 114,990,000 円
貸付金 114,990,000 円

財
　
源

特定財源 73,660 86,610 114,990 78,840

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,542 1,601 835 855

総事業費（①＋②） 75,202 88,211 115,825 79,695

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 商工業者事業資金預託金元金
収入

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

産業環境

基本施策 商工

和

業
施策体系

施策の内容

７

商業の活性化

目
　
　
　

年

的

　市内の中小規模の

度

商工業者が、事業上必

評

要

主
た
る
内
容

　刈谷市

価

商工業者事業資金融資

）

制度の運用資
とする資

刈

金の融資を円滑にする

谷

ことにより、 金として

市

、市内取扱金融機関に

事

資金を預託し
その経営

務

の合理化と健全な成長

事

発展を図る。 融資の円

業

滑化を図る。

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令 刈

価

谷市商工業者事業資金

シ

融資制度要綱

対象者 市

ー

内事業者 事業期間 平成

ト

６年度 ～

実施方法 ■直

（

営　□委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

産

　
実
　
績

５年度実績 ６

業

年度実績 ７年度実績 ８

環

年度計画

・利用件数　

境

　　　　101件 ・利

部

用件数　　　　　 7

一

9件 ・利用件数　　　

般

　　 60件 ・利用件

会

数　　　　　 80件

計

・融資金額　370,

商

670,000円 ・融

工

資金額　287,72

業

0,000円 ・融資金

者

額　221,300,

事

000円 ・融資金額　

業

300,000,00

資

0円

　他の融資制度よ

金

り有利な金利で借入が

貸

できることから、小規

付

模企業の資金調達の円

預

滑化に寄与している。

託

成果

　利用率向上のた

事

め、金融機関への円滑

業

且つ効果的な周知を図

担

る必要がある。

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

５年度 ６年度 ７

商

年度 ８年度 １０年度

活

工

動 利用件数(件) 10

業

1 79 60 80 150

振

指標
 

指標
　西尾市に

興

おいて、独自の預託事

課

業を行っている。
他市

款

との 西尾市：260,

項

000千円（令和8年

目

度予算額）
比較検証

担当係 商業



当

いても助成制度を持っ

係

ている。
他市との 【近

商

隣市令和8年度予算額

業

】
比較検証 碧南市18

振

,449千円　安城1

興

,000千円　知立市

係

410千円、高浜市5

7

9千円

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 89 159 485 400 合計 485,472 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 485,472 円

一般財源 89 159 485 400

職員人件費　② 15 16 17 51

総事業費（①＋②） 104 175 502 451

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 商工業
施策体系

施

７

策の内容 持続的な事業

年

経営

目
　
　
　
的

　商工

度

会議所等による経営指

評

導を受けること

主
た
る

価

内
容

　日本政策金融公

）

庫（国民生活事業）に

刈

よる
を条件に日本政策

谷

金融公庫が無担保・無

市

保証 小規模事業者経営

事

改善資金融資制度（通

務

称マ
・低利で融資を行

事

う小規模事業者経営改

業

善資 ル経融資）を小規

評

模企業者が利用した場

価

合、
金融資制度の利用

シ

促進を図り、資金調達

ー

を支 一定期間利子補給

ト

を行う。
援する。 ○対

（

象経費　融資が完了し

様

たマル経融資に係
　　

式

　　　　る利子で、初

１

回から連続する12
　

）

　　　　　回分
○補助

会

率　　50％
○限度額

計

　　200,000円

名

位
置
づ
け

関連計画

根拠

担

法令 刈谷市小規模事業

当

者経営改善資金利子補

部

給補助金交付要綱

対象

産

者 小規模事業者 事業期

業

間 平成２６年度 ～ 令和

環

７年度

実施方法 □直営

境

　□委託　□指定管理

部

　■補助・助成　□そ

一

の他

般会計
小規模事業

Ｂ
　
事
　
業
　

者

実
　
績

５年度実績 ６年

経

度実績 ７年度実績 ８年

営

度計画

・補助金額　8

改

8,878円 ・補助金

善

額　158,585円

資

・補助金額　485,

金

472円 ・補助金額　

利

400,000円

　事

子

業者が支払う利子の一

補

部を補助することで、

給

小規模事業者経営改善

事

資金融資制度の利用促

業

進を図り、資金繰りの

担

一助

成果
とすることが

当

できた。

　助成制度の

課

周知を図り、小規模事

商

業者経営改善資金融資

工

制度のより一層の利用

業

促進を図る。

課題

指標

振

名称（単位）
実績値 目

興

標値

５年度 ６年度 ７年

課

度 ８年度 １０年度

活動

款

申請件数（件） 10 1

項

0 19 20 20
指標

指

目

標
　制度設計に相違点

担

はあるが、近隣市にお



係

位：千円
５年度 ６年度

7

７年度 ８年度 ７年度

（

1

決算） （決算） （決算

1

） （予算） 事業費内訳

事業費　① 301,209 203,540 10,570 7,475 合計 10,570,227 円
積立金 10,570,227 円

財
　
源

特定財源 1,209 3,540 10,570 7,475

一般財源 300,000 200,000 0 0

職員人件費　② 0 398 496 508

総事業費（①＋②） 301,209 203,938 11,066 7,983

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 産業立地促進基金積立金利子

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 商工業
施

和

策体系
施策の内容 工業

７

の振興

目
　
　
　
的

　今

年

後増大する産業立地促

度

進補助金に必要な

主
た

評

る
内
容

　産業立地促進

価

基金の積み立てを行う

）

。
財源を確保するため

刈

基金を積み立てる。

位

谷

置
づ
け

関連計画

根拠法

市

令 刈谷市産業立地促進

事

基金条例

対象者 企業 事

務

業期間 令和３年度 ～

実

事

施方法 □直営　□委託

業

　□指定管理　■補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

会

年度実績 ６年度実績 ７

計

年度実績 ８年度計画

・

名

基金積立　301,2

担

09千円 ・基金積立　

当

203,540千円　

部

・基金積立　 10,

産

570千円 ・基金積立

業

・基金取崩　232,

環

000千円 ・基金取崩

境

　 83,000千円

部

・基金取崩　323,

一

000千円 ・基金取崩

般

　市内における企業の

会

投資の促進を図るため

計

、産業立地促進補助金

産

の財源として基金に1

業

0,570千円を積み

立

立てた。また、

成果
補

地

助金の分割交付を可能

促

とすることにより、予

進

算の平準化を図った。

基

　予算の平準化を図っ

金

たものの、各年度に必

積

要となる補助金の5分

立

の4程度を基金で賄え

事

るよう積立額を検討し

業

ていく必要

がある。
課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

５年度 ６年

課

度 ７年度 ８年度 １０年

商

度

活動 産業立地促進補

工

助金事業認定件数（件

業

） 2 1 1 2 2
指標
活動

振

指標
　近隣市において

興

同様の基金を設置して

課

いる自治体はない。
他

款

市との
比較検証

項 目 担当係 工業振

Ｃ
　

興

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 182,319 188,341 210,930 225,987 合計 210,929,789 円
需用費 2,958,450 円

財
　
源

特定財源 61,438 69,370 71,752 69,259 役務費 238,032 円
委託料 207,733,307 円

一般財源 120,881 118,971 139,178 156,728

職員人件費　② 3,069 2,389 2,481 2,117

総事業費（①＋②） 185,388 190,730 213,411 228,104

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 産業振興センター使用料
行政財産目的外使用料

９年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入
電話料実費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

商工業
施策体系

施策の

和

内容 工業の振興

目
　
　

７

　
的

　産業振興センタ

年

ーの管理運営を円滑に

度

行う｡

主
た
る
内
容

　産

評

業振興センターの管理

価

運営を指定管理者
制度

）

により実施する。

位
置

刈

づ
け

関連計画  

根拠法

谷

令 刈谷市公の施設に係

市

る指定管理者の指定の

事

手続等に関する条例

対

務

象者 刈谷にぎわいオフ

事

ィス 事業期間 平成１７

業

年度 ～

実施方法 □直営

評

　□委託　■指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

５年度実績 ６年

名

度実績 ７年度実績 ８年

担

度計画

・使用区分単位

当

の利用率 ・使用区分単

部

位の利用率 ・使用区分

産

単位の利用率 ・使用区

業

分単位の利用率
　46

環

.27％ 　47.92

境

％ 　46.68％ 　5

部

0.00％
・利用者数

一

　220,027人 ・

般

利用者数　230,0

会

88人 ・利用者数　2

計

21,326人 ・利用

施

者数　200,000

設

人

　利用者も多分野に

管

広がりを見せており、

理

管理面で対応が難しい

事

事例があるが、経験豊

業

かなＯＢ等による管理

担

・運営のた

成果
め臨機

当

応変に対応し、安定的

課

に適正な運営が行われ

商

ている。

　施設の老朽

工

化により、雨漏りや各

業

種設備の動作不良が頻

振

発している。

課題

指標

興

名称（単位）
実績値 目

課

標値

５年度 ６年度 ７年

款

度 ８年度 １０年度

活動

項

利用者数（人） 220

目

,027 230,08

担

8 221,326 20

当

0,000 250,0

係

00
指標

指標
　使用料

商

金が安く、公共交通機

業

関が近在する等の理由

振

により、他市と比較し

興

て利用者にとって良好

係

な環境に
他市との ある

7

。
比較検証

1 3



,407 24,711 合計 89,406,900 円
委託料 2,303,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 59,889 8,111 工事請負費 87,103,500 円

一般財源 10,208 13,232 29,518 16,600

職員人件費　② 997 1,672 1,654 2,117

総事業費（①＋②） 11,205 14,904 91,061 26,828

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

商工業
施策体系

施策の

和

内容 工業の振興

目
　
　

７

　
的

　産業振興センタ

年

ーの円滑な運営のため

度

、施

主
た
る
内
容

○修繕

評

、改修工事
設の整備・

価

修繕を行う。 　1階ロ

）

ビー空調機改修工事
　

刈

本館外壁東面防水改修

谷

工事
　2階防煙防火ダ

市

ンパー取替工事　他
○

事

産業振興センターにつ

務

いて
　完成年月日　平

事

成7年10月28日
　

業

延床面積　　　　　 

評

10,472㎡

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令

対

シ

象者 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

産

実績 ８年度計画

・修繕

業

、改修工事件数　3件

環

・修繕、改修工事件数

境

  4件 ・修繕、改修

部

工事等件数　8件・修

一

繕、改修工事件数　4

般

件
（Ｒ6繰越分） （Ｒ

会

7繰越分）
・修繕、改

計

修工事件数　4件　・

施

修繕、改修工事等件数

設

　2件
　

　各種修繕、

改

改修工事を行うことで

修

、快適性、安全性の向

事

上に効果的であった。

業

成果
　

　

　建築後25

担

年以上が経過し、設備

当

の老朽化が各所に見ら

課

れるため、大規模改修

商

のタイミングなどを含

工

めて検討していく必

要

業

がある。
課題

指標名称

振

（単位）
実績値 目標値

興

５年度 ６年度 ７年度 ８

課

年度 １０年度

指標

指標

款

他市との
比較検証

項 目 担当係 商業振

Ｃ

興

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
５年度 ６年

7

度 ７年度 ８年度 ７年度

1

（決算） （決算） （決

3

算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,208 13,232 89




